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は じ め に 

 

本会では県内中小企業における労働事情の実態を把握し、適正な労働対策を樹

立することを目的として、毎年度、全国中小企業団体中央会と協力し全国統一方

式により「中小企業労働事情実態調査」を実施しております。 

本年度は、経営状況、労働時間、年次有給休暇の取得状況、新規学卒者の採用

と初任給、賃金改定状況に加え、女性管理職の状況、非正規労働者の雇用状況等

について調査を行い取りまとめました。 

さて、最近の経済報告によると、山口県内の景気は、「一部に弱さが見られるが、

全体としては緩やかに回復している。」とされておりますが、依然とした円安に伴

う輸入原材料費の値上がり等によるコスト増や、消費税増税による価格転嫁の難

しい企業では実質の収益が減少している状況にあるものの、一部では、収益が改

善傾向であるとの報告もあります。 

こうした中、有効求人倍率が１．０％を超える状況が継続するなど雇用も改善

の兆しを見せており、今回の調査（平成２６年７月１日時点）結果においても、

賃金を「引上げた」や「引上げる予定」の企業が増加し、経営状況は「悪い」が

減少するなど、経営者の意識も変化している一方で、人手不足はより厳しい状況

となっているところであり、今後の労働事情がさらに改善することを期待するも

のです。 

 最後に、本調査の実施に当たりご協力いただきました組合並びに事業所各位に

対しまして厚くお礼申し上げますとともに、この報告書が今後の組合並びに組合

員企業の労務管理にお役に立てれば幸甚に存じます。今後とも一層のご理解とご

協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 

 

 

平成 2７年１月 

 

山口県中小企業団体中央会
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Ⅰ 調査の概要 

 

１ 概 要 

 

（１）調査目的 

   本調査は、中小企業における労働事情を的確に把握し、適正な中小企業労働対策

の樹立並びに時宜を得た中央会労働支援方針の策定に資することを目的とする。 

 

（２）調査方法 

   本調査は、従業員３００人以下の中小企業８００事業所に対して、全国統一調査

票を配布し、調査したもの。 

 

（３）調査時点  平成２６年７月１日 

 

（４）調査対象 

① 調査対象事業所  ８００事業所（製造業：４３９、非製造業：３６１） 

   ② 有 効 回 答 数  ４１１事業所（製造業：１７３、非製造業：２３８） 

   ③ 回 答 率  ５１．３％ 

 

（５）調査項目 

① 従業員数について 

② 労働組合について 

③ 経営について 

④ 従業員の労働時間について 

⑤ 従業員の有給休暇について 

⑥ 新規学卒者の採用について 

⑦ 女性の管理職について 

⑧ 非正規雇用労働者について 

⑨ 賃金改定について 

 

 

 

 

 

 

－１－ 



（単位：上段実数、下段％）

1～4人 5～9人 10～20人21～29人

19,353 6,891 3,163 3,728 6,625 4,655 1,970 4,543 1,294 595,896 420,172 175,724

100.0 35.6 16.3 19.3 34.2 24.1 10.2 23.5 6.7 30.8 70.5 29.5

411 166 79 87 151 115 36 78 16 9,944 6,994 2,950

100.0 40.4 19.2 21.2 36.7 28.0 8.8 19.0 3.9 24.2 70.3 29.7

173 67 31 36 59 45 14 38 9 4,635 3,086 1,549

100.0 38.7 17.9 20.8 34.1 26.0 8.1 22.0 5.2 26.8 66.6 33.4

56 29 13 16 17 14 3 8 2 1,152 447 705

100.0 51.8 23.2 28.6 30.4 25.0 5.4 14.3 3.6 20.6 38.8 61.2

5 2 2 2 2 1 92 3 89

100.0 40.0 40.0 40.0 40.0 20.0 18.4 3.3 96.7

6 3 3 3 3 60 40 20

100.0 50.0 50.0 50.0 50.0 10.0 66.7 33.3

9 2 2 2 1 1 3 2 401 271 130

100.0 22.2 22.2 22.2 11.1 11.1 33.3 22.2 44.6 67.6 32.4

40 21 14 7 9 8 1 9 1 861 721 140

100.0 52.5 35.0 17.5 22.5 20.0 2.5 22.5 2.5 21.5 83.7 16.3

1 1 1 10 9 1

100.0 100.0 100.0 10.0 90.0 10.0

30 6 1 5 16 9 7 6 2 1,030 879 151

100.0 20.0 3.3 16.7 53.3 30.0 23.3 20.0 6.7 34.3 85.3 14.7

15 1 1 7 5 2 6 1 616 530 86

100.0 6.7 6.7 46.7 33.3 13.3 40.0 6.7 41.1 86.0 14.0

11 3 3 2 2 5 1 413 186 227

100.0 27.3 27.3 18.2 18.2 45.5 9.1 37.6 45.0 55.0

238 99 48 51 92 70 22 40 7 5,309 3,908 1,401

100.0 41.6 20.2 21.4 38.7 29.4 9.2 16.8 2.9 22.3 73.6 26.4

4 1 1 3 3 46 29 17

100.0 25.0 25.0 75.0 75.0 11.5 63.0 37.0

19 4 4 7 2 5 5 3 959 876 83

100.0 21.1 21.1 36.8 10.5 26.3 26.3 15.8 50.5 91.3 8.7

78 29 8 21 37 31 6 9 3 1,704 1,458 246

100.0 37.2 10.3 26.9 47.4 39.7 7.7 11.5 3.8 21.9 85.6 14.4

32 10 2 8 16 14 2 5 1 651 567 84

100.0 31.3 6.3 25.0 50.0 43.8 6.3 15.6 3.1 20.3 87.1 12.9

21 13 5 8 7 5 2 1 274 223 51

100.0 61.9 23.8 38.1 33.3 23.8 9.5 4.8 13.1 81.4 18.6

25 6 1 5 14 12 2 3 2 779 668 111

100.0 24.0 4.0 20.0 56.0 48.0 8.0 12.0 8.0 31.2 85.8 14.2

93 50 31 19 26 20 6 17 1,575 872 703

100.0 53.8 33.3 20.4 28.0 21.5 6.5 18.3 16.9 55.4 44.6

33 15 7 8 11 8 3 7 656 447 209

100.0 45.5 21.2 24.2 33.3 24.2 9.1 21.2 19.9 68.1 31.9

60 35 24 11 15 12 3 10 919 425 494

100.0 58.3 40.0 18.3 25.0 20.0 5.0 16.7 15.3 46.2 53.8

44 15 8 7 19 14 5 9 1 1,025 673 352

100.0 34.1 18.2 15.9 43.2 31.8 11.4 20.5 2.3 23.3 65.7 34.3

14 2 2 8 4 4 3 1 498 421 77

100.0 14.3 14.3 57.1 28.6 28.6 21.4 7.1 35.6 84.5 15.5

30 13 8 5 11 10 1 6 527 252 275

100.0 43.3 26.7 16.7 36.7 33.3 3.3 20.0 17.6 47.8 52.2

対 個 人
サービス業

設備工事業

卸 ・ 小 売 業

卸 売 業

小 売 業

サ ー ビ ス 業

対 事 業 所
サービス業

 非製造業　計

情 報 通 信 業

運 輸 業

建 設 業

総合工事業

職別工事業

印刷・同関連

窯 業 ・ 土 石

化 学 工 業

金属、同製品

機 械 器 具

そ の 他

 H26 全　国

 H26 山口県

 製造業　計

食 料 品

繊 維 工 業

木材・木製品

女　性
1～9人

10～
29人

30～
99人

100～
300人

２　回答事業所数

事業所
数

事業所従業員規模 上段･
実数合計
下段･
平均値

男　性

－2－
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Ⅱ 調査結果の概要 

調査結果の主な特徴は次のとおりである。 

 

○ 山口県の雇用形態別構成比のうち「正社員」の割合は、平成２５年度は７６％台

まで減少していたが、２６年度調査では７８．５％に微増し、「パートタイマー」、

「派遣」、「嘱託・契約、その他」の割合は減少している。 

○ 労働組合の有無については、「ある」が４．４％で、全国の６．６％より２．２ポ

イント低い組織率となっている。 

○ 経営状況については、「良い」が５．７ポイント増加、「変わらない」も４．５ポ

イント増加、「悪い」が１０．２ポイント減少し、改善傾向である。主要事業の今後

の方針は、「強化拡大」が１．８ポイント減少、「縮小・廃止」も０．９ポイント減

少したが、｢現状維持｣が２．８ポイント増加している。直面している経営上のあい

路については、過去「販売不振・受注の減少」や「同業他社との競争激化」が多か

ったが、「人材不足（質・量の不足）」や「原材料・仕入品の高騰」をあい路とする

企業が増加している。経営上の強みは、「顧客への納品・サービスの速さ」、「製品・

サービスの質の高さ」と考えている事業所が多い。 

○ 週所定労働時間については、「４０時間」が４７．４％で最も多い。月平均残業時

間は「０時間」が増加したにも関わらず増加傾向で、「９．７時間」となっている。 

○ 従業員の年次有給休暇の平均付与日数は「１５～２０日未満」、平均取得日数は「５

～１０日未満」が多く、平均取得率は「５０．２％」で若干の減少傾向である。 

○ 平成２６年３月新規学卒者の平均初任給額は、「専門学校の事務系」、「短大卒；含

高専の技術系」、「短大卒；含高専の事務系」で、全国平均よりも高い平均初任給額

となっている。採用充足状況は、「短大卒；含高専」が１００％、「大学卒」の充足

率は上がっているが、その他の充足率は下がっている。２７年３月新規学卒者の採

用計画は、「ある」が増加している。採用予定人数は、「高校卒」と「大学卒」が増

加している。    

○ 女性の管理職については、全国、山口県とも３割の事業所で配置され、そのうち

の過半数の事業所で「役員」として登用されている。 

○ 非正規雇用労働者の人数は、昨年より「増加している」が「減少している」を若

干上回っており、増加している雇用形態は、「パートタイマー」が最も多い。雇用の

要因としては、「労働コスト削減のため」が最も多い。非正規雇用労働者の正規雇用

への転換をしたことがある事業所は１２．９％で、「長期勤続、定着が期待できる」

ことを転換するメリットと考えている。転換する上での課題としては、「課題は特に

ない」とする事業所が４０％を超えているが、次に「正社員との仕事や労働条件の

バランスの図り方」となっている。 

○ 平成２６年１月１日から７月１日までの賃金改定状況は、「引上げた」が３９．４％

で、１０．１ポイント増加。平均昇給額は４，２７４円の４，０００円台となり、賃

金改定の内容は、「定期昇給」として過半数の事業所が引上げ、賃金改定の決定要素

は、「企業の業績」を第一と考えている。 



正社員
パート
タイマー 派　遣

嘱託・契約
、その他 正社員

パート
タイマー 派　遣

嘱託・契約
、その他 正社員

パート
タイマー 派　遣

嘱託・契約
、その他

78.1 13.8 1.8 6.2 88.3 4.6 1.5 5.6 55.4 34.4 2.5 7.7

77.7 14.1 1.8 6.4 88.0 4.8 1.4 5.8 54.5 35.1 2.5 7.9

75.5 14.7 1.9 8.0 85.3 5.3 1.5 7.8 53.3 35.6 2.8 8.3

75.5 14.4 2.0 8.2 85.0 5.4 1.6 8.0 53.4 35.1 2.9 8.7

75.1 15.0 1.9 8.0 84.9 5.6 1.5 8.1 53.1 36.2 2.8 7.9

83.8 11.1 0.7 4.3 92.3 3.5 0.8 3.4 60.1 32.5 0.5 6.9

81.4 13.2 0.9 4.5 91.3 3.4 0.8 4.5 58.5 36.0 1.2 4.3

76.5 17.8 1.2 4.5 87.5 7.4 0.9 4.2 53.2 39.7 2.0 5.1

76.7 15.4 1.2 6.8 87.4 5.2 0.8 6.6 52.9 38.3 1.9 7.0

78.5 15.3 0.5 5.7 88.6 4.6 0.5 6.3 55.4 39.7 0.6 4.3

1 ～   9人 77.4 18.4 0.4 3.8 90.5 6.9 0.4 2.2 58.4 35.2 0.3 6.1

1 ～   4人 76.0 14.8 0.0 9.3 93.5 3.2 0.0 3.3 57.8 26.7 0.0 15.6

5 ～   9人 77.9 19.6 0.5 2.0 89.7 7.9 0.5 1.9 58.7 38.7 0.4 2.2

10 ～  29人 78.6 16.4 0.3 4.8 88.4 5.3 0.2 6.2 55.4 42.7 0.5 1.4

10 ～  20人 75.9 18.0 0.4 5.6 86.2 6.0 0.3 7.5 55.2 42.4 0.7 1.7

21 ～  29人 83.8 13.1 0.0 3.1 92.2 4.0 0.0 3.8 55.9 43.6 0.0 0.5

30 ～  99人 76.3 17.0 0.7 6.0 87.4 5.1 0.7 6.9 55.6 39.2 0.8 4.4

100 ～ 300人 81.8 11.0 0.5 6.7 89.9 2.9 0.5 6.7 53.4 39.4 0.3 6.8

86.1 6.0 0.8 7.1 88.6 4.6 0.5 6.3 53.3 41.7 0.4 4.6

74.9 23.8 0.0 1.3 86.1 6.0 0.8 7.1 35.5 63.1 0.0 1.4

66.7 0.0 0.0 33.3 74.9 23.8 0.0 1.3 72.2 27.8 0.0 0.0

92.5 7.5 0.0 0.0 66.7 0.0 0.0 33.3 40.0 55.0 0.0 5.0

92.3 1.1 0.0 1.3 92.5 7.5 0.0 0.0 67.2 20.1 0.0 12.7

79.6 4.6 0.5 15.3 92.3 1.1 0.0 1.3 67.1 20.3 2.8 9.8

100.0 0.0 0.0 0.0 79.6 4.6 0.5 15.3 100.0 0.0 0.0 0.0

93.0 1.7 0.1 5.2 100.0 0.0 0.0 0.0 77.8 19.0 1.3 2.0

88.7 4.0 2.8 4.5 93.0 1.7 0.1 5.2 86.5 10.1 0.0 3.3

87.8 2.5 1.5 8.1 88.7 4.0 2.8 4.5 56.3 33.1 0.0 10.6

90.7 3.4 0.3 5.7 87.8 2.5 1.5 8.1 57.6 37.7 0.8 3.9

82.8 3.4 0.0 13.8 90.7 3.4 0.3 5.7 35.0 40.0 10.0 15.0

92.1 1.4 0.5 6.1 82.8 3.4 0.0 13.8 78.9 10.0 7.8 3.3

93.2 1.7 0.1 5.0 92.1 1.4 0.5 6.1 74.4 24.8 0.0 0.8

総 合 工 事 業 92.8 1.9 0.2 5.2 93.2 1.7 0.1 5.0 83.3 16.7 0.0 0.0

職 別 工 事 業 89.3 2.1 0.0 8.6 92.8 1.9 0.2 5.2 64.8 33.3 0.0 1.9

設 備 工 事 業 94.9 1.5 0.0 3.6 89.3 2.1 0.0 8.6 72.4 26.7 0.0 0.9

88.4 6.3 0.3 5.0 94.9 1.5 0.0 3.6 58.4 37.9 0.1 3.5

卸 売 業 89.6 5.5 0.0 4.8 88.4 6.3 0.3 5.0 59.9 39.2 0.5 0.5

小 売 業 87.0 7.2 0.7 5.1 89.6 5.5 0.0 4.8 57.8 37.3 0.0 4.9

86.7 5.9 0.3 7.1 87.0 7.2 0.7 5.1 42.6 50.8 0.5 6.1

対事業所サービス業 93.1 4.2 0.0 2.8 86.7 5.9 0.3 7.1 73.1 25.6 0.0 1.3

対 個 人 サ ー ビ ス 業 76.1 8.9 0.8 14.3 93.1 4.2 0.0 2.8 35.8 56.4 0.6 7.2

76 9 1 14

雇用形態別構成比は、「正社員」７８．５％、「パートタイマー」１５．３％、「派遣」０．５%、「嘱託・契約、
その他」５．７％となっている。前年調査より、「パートタイマー」、「派遣」、「嘱託・契約、その他」の率がと
もに下がり、「正社員」の率が上がっている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

全 体 男 性 女 性

　①　雇用形態別構成比

H23 山 口 県

製 造 業 計

H26 山 口 県

H25 山 口 県

H24 山 口 県

H22 全 国

H22 山 口 県

H23 全 国

H25 全 国

H24 全 国

窯 業 ・ 土 石

情 報 通 信 業

木 材 ・ 木 製 品

食 料 品

繊 維 工 業

印 刷 ・ 同 関 連

金 属 、 同 製 品

サ ー ビ ス 業

運 輸 業

建 設 業

１　従業員数について

卸 ・ 小 売 業

機 械 器 具

そ の 他

H26 全 国

非 製 造 業 計

化 学 工 業

75.1 78.5 86.1 
90.7 

15.0 15.3 
6.0 3.4 1.9 0.5 0.8 0.3 

8.0 
5.7 7.1 5.7 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

H26 全国 H26 山口県 製造業 非製造業

（％） 雇用形態別構成比

正社員

パートタイマー

派 遣

嘱託、契約、

その他
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（単位：％）

ある ない

7.3 92.7

7.5 92.5

7.0 93.0

7.3 92.7

6.6 93.4

5.9 94.1

4.1 95.9

5.2 94.8

3.9 96.1

4.4 95.6

1 ～   9人 3.0 97.0

1 ～   4人 2.5 97.5

5 ～   9人 3.4 96.6

10 ～  29人 1.3 98.7

10 ～  20人 0.9 99.1

21 ～  29人 2.8 97.2

30 ～  99人 6.4 93.6

100 ～ 300人 37.5 62.5

5.8 94.2

100.0

100.0

16.7 83.3

22.2 77.8

5.0 95.0

100.0

6.7 93.3

20.0 80.0

100.0

3.4 96.6

100.0

10.5 89.5

3.8 96.2

総 合 工 事 業 3.1 96.9

職 別 工 事 業 100.0

設 備 工 事 業 8.0 92.0

3.2 96.8

卸 売 業 3.0 97.0

小 売 業 3.3 96.7

100.0

対事業所サービス業 100.0

対 個 人 サ ー ビ ス 業 100.0

化 学 工 業

建 設 業

繊 維 工 業

木 材 ・ 木 製 品

印 刷 ・ 同 関 連

窯 業 ・ 土 石

卸 ・ 小 売 業

サ ー ビ ス 業

金 属 、 同 製 品

機 械 器 具

そ の 他

非 製 造 業 計

情 報 通 信 業

運 輸 業

２　労働組合について

　労働組合の有無については、「ある」が４．４％で、全国の６．６％より２．２ポイント低い組織率となってい
る。

H26 全 国

H22 全 国

H23 全 国

H24 全 国

H25 全 国

H26 山 口 県

製 造 業 計

　①　労働組合の有無

食 料 品

H22 山 口 県

H23 山 口 県

H24 山 口 県

H25 山 口 県

6.6

4.4

5.8 

3.4

93.4

95.6

94.2 

96.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H26全国

H26山口県

製造業

非製造業

労働組合の有無

ある ない
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（単位：％）

良　い 変わらない 悪　い

11.2 35.2 53.6

10.0 38.6 51.4

12.4 46.1 41.4

12.7 51.6 35.7

19.4 52.7 28.0

8.2 33.8 58.0

10.8 36.9 52.3

8.7 43.3 48.1

11.5 50.4 38.1

17.2 54.9 27.9

1 ～   9人 9.7 55.2 35.2

1 ～   4人 7.6 49.4 43.0

5 ～   9人 11.6 60.5 27.9

10 ～  29人 21.3 53.3 25.3

10 ～  20人 21.1 57.0 21.9

21 ～  29人 22.2 41.7 36.1

30 ～  99人 24.4 55.1 20.5

100 ～ 300人 20.0 66.7 13.3

20.5 55.6 24.0

16.1 50.0 33.9

60.0 40.0

66.7 33.3

75.0 25.0

30.0 52.5 17.5

100.0

31.0 55.2 13.8

13.3 66.7 20.0

27.3 54.5 18.2

14.8 54.4 30.8

75.0 25.0

21.1 21.1 57.9

21.8 60.3 17.9

総 合 工 事 業 21.9 65.6 12.5

職 別 工 事 業 28.6 42.9 28.6

設 備 工 事 業 16.0 68.0 16.0

9.8 53.3 37.0

卸 売 業 15.2 54.5 30.3

小 売 業 6.8 52.5 40.7

11.4 59.1 29.5

対事業所サービス業 7.1 57.1 35.7

対 個 人 サ ー ビ ス 業 13.3 60.0 26.7

　経営状況については、前年調査より「良い」とする企業が５．７ポイント増加、「変わらない」とする企業も
４．５ポイント増加した。一方、「悪い」とする企業が１０．２ポイント減少し、経営状況は改善傾向にある。

H24 山 口 県

H25 山 口 県

金 属 、 同 製 品

サ ー ビ ス 業

卸 ・ 小 売 業

建 設 業

情 報 通 信 業

３　経営について
　①　経営状況

H23 全 国

H25 全 国

H24 全 国

機 械 器 具

繊 維 工 業

食 料 品

木 材 ・ 木 製 品

印 刷 ・ 同 関 連

そ の 他

非 製 造 業 計

窯 業 ・ 土 石

化 学 工 業

運 輸 業

H22 全 国

H23 山 口 県

H26 山 口 県

製 造 業 計

H22 山 口 県

H26 全 国

58.0

52.3
48.1

38.1

27.933.8

36.9
43.3

50.4
54.9

8.2
10.8

8.7
11.5

17.2

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

H22 H23 H24 H25 H26

経営状況

悪 い 変わらない 良 い

（％）
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（単位：％）

強化拡大 現状維持 縮小・廃止 その他

21.4 68.0 9.9 0.7

23.9 67.6 8.0 0.6

24.4 67.9 7.1 0.6

26.6 67.2 5.8 0.4

28.4 65.6 5.4 0.5

13.5 74.1 11.9 0.5

16.3 72.6 9.6 1.5

18.9 70.9 8.7 1.5

24.1 69.2 6.1 0.7

22.3 72.0 5.2 0.5

1 ～   9人 14.2 75.3 9.2 1.2

1 ～   4人 12.7 72.2 12.7 2.5

5 ～   9人 15.7 78.3 6.0

10 ～  29人 23.5 73.2 3.4

10 ～  20人 24.8 72.6 2.7

21 ～  29人 19.4 75.0 5.6

30 ～  99人 37.2 61.5 1.3

100 ～ 300人 20.0 80.0 0.0

22.9 72.9 4.2

28.6 64.3 7.2

100.0 0.0

16.7 83.3 0.0

25.0 75.0 0.0

20.5 74.4 5.2

100.0 0.0

20.7 79.3 0.0

13.3 86.7 0.0

36.4 54.5 9.1

21.8 71.4 6.0 0.9

66.7 33.3 0.0

26.3 68.4 5.3

19.2 79.5 1.3

総 合 工 事 業 12.5 87.5 0.0

職 別 工 事 業 19.0 81.0 0.0

設 備 工 事 業 28.0 68.0 4.0

16.5 71.4 9.9 2.2

卸 売 業 24.2 69.7 6.1

小 売 業 12.1 72.4 12.1 3.4

32.6 60.5 7.0

対事業所 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ業 38.5 61.5 0.0

対個人サービス業 30.0 60.0 10.0

H22 山 口 県

H23 山 口 県

H25 山 口 県

H24 山 口 県

H26 山 口 県

金 属 、 同 製 品

機 械 器 具

製 造 業 計

食 料 品

非 製 造 業 計

　②　主要事業の今後の方針

窯 業 ・ 土 石

化 学 工 業

　主要事業の今後の方針は、前年調査より「強化拡大｣が２２．３％で１．８ポイント減少、「縮小・廃
止」も５．２％で０．９ポイント減少したが、｢現状維持｣が７２．０％で２．８ポイント増加している。
全体で「拡大」の方向ではあるが、慎重さが窺える。

H24 全 国

H22 全 国

H23 全 国

H26 全 国

H25 全 国

卸 ・ 小 売 業

繊 維 工 業

サ ー ビ ス 業

運 輸 業

木 材 ・ 木 製 品

印 刷 ・ 同 関 連

情 報 通 信 業

建 設 業

そ の 他

74.1 72.6 70.9 69.2 
72.0 

13.5 16.3 18.9 24.1 22.3 

11.9 
9.6 

8.7 6.1 5.2 

0.5 1.5 1.5 0.7 0.5 
0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

H22 H23 H24 H25 H26

（％） 主要事業の今後の方針

現状維持 強化拡大 縮小・廃止 その他
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と
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化

原

材

料

・

仕

入

品

の

高

騰

製

品

価

格

（

販

売
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格

）

の

下

落

納

期

・

単

価

等

の

取

引

条

件

の
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し

さ

金

融

･

資

金

繰

り

難

環

境

規

制

の

強

化

東

日

本

大

震

災

の

影

響

そ

の

他

4.0 21.5 3.4 12.7 61.3 11.9 47.0 22.1 24.3 21.3 13.4 4.2
5.3 24.7 2.2 13.2 55.0 11.1 44.9 30.8 21.2 21.0 11.8 4.1
7.4 28.2 2.0 14.0 50.0 11.5 44.3 25.4 21.1 18.7 11.1 2.9 4.9 3.0

12.2 32.5 1.7 13.1 43.5 12.1 41.6 33.8 17.2 20.0 10.8 3.5
20.7 38.8 1.3 15.0 33.8 11.2 36.2 41.4 11.5 18.2 8.7 3.3
5.1 24.9 4.1 12.7 64.5 9.5 48.8 16.0 22.5 15.7 15.4 3.0
5.2 26.7 2.7 15.3 56.5 9.9 41.0 29.9 19.8 17.5 10.9 4.2
7.1 22.9 2.4 15.8 56.4 10.9 43.1 25.8 22.6 13.1 8.8 3.2 2.2 3.2

10.8 33.0 1.5 12.8 46.3 11.7 44.5 28.2 17.6 14.8 10.4 5.1
24.3 38.2 1.0 13.2 37.0 10.2 35.2 37.2 9.4 15.9 7.9 2.7

1 ～   9人 20.1 22.0 0.6 11.9 54.1 11.9 34.0 35.2 5.7 11.9 13.2 3.8
1 ～   4人 14.3 15.6 6.5 59.7 15.6 36.4 40.3 5.2 7.8 13.0 2.6
5 ～   9人 25.6 28.0 1.2 17.1 48.8 8.5 31.7 30.5 6.1 15.9 13.4 4.9

10 ～  29人 24.5 48.3 1.3 15.2 23.8 9.3 37.1 38.4 11.9 17.2 5.3 2.0
10 ～  20人 24.3 47.8 0.9 12.2 24.3 7.0 38.3 37.4 13.0 17.4 4.3 1.7
21 ～  29人 25.0 50.0 2.8 25.0 22.2 16.7 33.3 41.7 8.3 16.7 8.3 2.8
30 ～  99人 29.5 47.4 1.3 12.8 28.2 9.0 33.3 37.2 11.5 21.8 3.8 2.6

100 ～ 300人 40.0 60.0 6.7 33.3 6.7 40.0 46.7 13.3 13.3
19.8 32.3 1.2 12.6 38.9 15.6 22.8 51.5 7.8 18.0 6.0 2.4
21.8 29.1 1.8 20.0 45.5 27.3 9.1 69.1 3.6 7.3 5.5 5.5
40.0 60.0 60.0 20.0 20.0 20.0 20.0

16.7 33.3 16.7 16.7 66.7 16.7 33.3 16.7
12.5 12.5 37.5 12.5 62.5 75.0 25.0 25.0

29.7 21.6 2.7 8.1 43.2 2.7 27.0 56.8 5.4 8.1 2.7
100.0

17.2 51.7 6.9 27.6 13.8 31.0 24.1 6.9 31.0 6.9
13.3 33.3 6.7 33.3 13.3 20.0 26.7 13.3 40.0 13.3
9.1 45.5 45.5 18.2 45.5 36.4 18.2 27.3 9.1

27.5 42.4 0.8 13.6 35.6 6.4 44.1 27.1 10.6 14.4 9.3 3.0
50.0 25.0 75.0 50.0 25.0 25.0

36.8 52.6 21.1 10.5 36.8 57.9 10.5 21.1 15.8
41.0 50.0 1.3 16.7 24.4 2.6 46.2 26.9 10.3 19.2 7.7

総合工事業 40.6 37.5 12.5 34.4 6.3 53.1 34.4 6.3 15.6 9.4
職別工事業 52.4 57.1 14.3 19.0 28.6 14.3 9.5 28.6
設備工事業 32.0 60.0 4.0 24.0 16.0 52.0 28.0 16.0 16.0 12.0

14.1 29.3 1.1 8.7 52.2 8.7 45.7 22.8 14.1 10.9 8.7 4.3
卸 売 業 6.1 30.3 3.0 15.2 57.6 12.1 45.5 36.4 21.2 12.1 6.1
小 売 業 18.6 28.8 5.1 49.2 6.8 45.8 15.3 10.2 10.2 10.2 6.8

30.2 51.2 16.3 32.6 4.7 39.5 25.6 9.3 14.0 7.0
　対事業所サービス業 46.2 61.5 7.7 30.8 7.7 23.1 15.4 38.5 7.7
　対個人サービス業 23.3 46.7 20.0 33.3 3.3 56.7 26.7 6.7 3.3 6.7

サ ー ビ ス 業

そ の 他
非 製 造 業 計
情 報 通 信 業
運 輸 業

卸 ・ 小 売 業

建 設 業

食 料 品

窯 業 ・ 土 石
化 学 工 業
金属、同製品
機 械 器 具

木材・木製品
印刷・同関連

H25 全 国

H22 山 口 県
H23 山 口 県
H24 山 口 県
H25 山 口 県

製 造 業 計

　③　直面している経営上のあい路（複数回答）

H24 全 国

繊 維 工 業

H26 全 国

H26 山 口 県

（単位：％）

　直面している経営上のあい路については、過去「販売不振・受注の減少」や「同業他社との競争激化」とする企業が多かっ
たが、過去少なかった「労働力不足（量の不足）」、「人材不足（質の不足）」や「原材料・仕入品の高騰」をあい路とする
企業が増加し、経営上の問題点に変化が見られる。

H22 全 国
H23 全 国
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（％） 直面している経営上のあい路
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（単位：％）
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品
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質
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の

機
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21.8 21.5 16.1 10.4 9.4 26.0 30.5 10.3 14.7 13.2 19.2 24.5

21.0 21.7 15.4 10.5 8.9 25.8 29.8 10.9 15.6 13.1 20.0 24.4

21.6 22.3 15.5 11.2 8.7 26.0 29.4 10.8 14.7 13.4 19.0 24.5

21.9 23.3 15.5 10.7 8.6 26.3 29.2 10.9 15.3 14.2 18.7 24.1

21.8 22.9 15.1 10.8 8.7 25.2 28.7 10.4 15.2 14.8 19.7 23.6

19.8 19.3 13.9 8.5 9.9 22.9 30.6 11.6 14.2 14.4 22.9 19.8

21.2 17.6 13.8 11.5 9.5 27.6 29.4 10.0 15.1 13.8 25.6 21.0

20.5 23.1 19.0 13.1 7.9 24.9 28.5 9.2 15.1 13.1 21.5 20.8

24.3 21.8 16.1 11.8 8.6 22.5 26.1 10.2 14.5 13.0 20.5 20.9

21.1 19.0 14.4 12.1 9.3 22.1 28.3 8.5 17.5 15.2 23.7 22.1

1 ～   9人 25.7 15.1 9.2 10.5 9.9 21.7 26.3 7.9 8.6 10.5 29.6 18.4

1 ～   4人 25.7 21.6 5.4 4.1 8.1 25.7 28.4 8.1 6.8 12.2 33.8 6.8

5 ～   9人 25.6 9.0 12.8 16.7 11.5 17.9 24.4 7.7 10.3 9.0 25.6 29.5

10 ～  29人 19.6 26.4 16.2 10.1 7.4 21.6 33.8 6.1 18.9 20.9 20.9 24.3

10 ～  20人 17.9 30.4 17.0 10.7 5.4 22.3 31.3 6.3 17.0 21.4 19.6 25.9

21 ～  29人 25.0 13.9 13.9 8.3 13.9 19.4 41.7 5.6 25.0 19.4 25.0 19.4

30 ～  99人 17.3 13.3 22.7 18.7 12.0 20.0 22.7 14.7 24.0 13.3 18.7 20.0

100 ～ 300人 7.1 14.3 7.1 14.3 7.1 42.9 21.4 7.1 64.3 14.3 14.3 50.0

25.0 14.0 19.5 7.9 8.5 34.8 28.7 11.0 12.2 13.4 12.2 22.0

46.3 20.4 5.6 7.4 27.8 22.2 14.8 7.4 9.3 18.5 14.8

20.0 60.0 20.0 20.0 20.0 40.0 40.0

16.7 16.7 16.7 50.0 16.7 16.7 50.0

12.5 12.5 37.5 37.5 12.5 62.5 25.0 25.0 25.0

16.7 5.6 11.1 16.7 11.1 44.4 22.2 13.9 19.4 2.8 16.7 19.4

100.0 100.0

17.2 17.2 37.9 3.4 3.4 41.4 34.5 6.9 10.3 24.1 31.0

13.3 13.3 26.7 13.3 46.7 20.0 13.3 13.3 13.3 33.3

10.0 10.0 50.0 10.0 40.0 50.0 10.0 20.0 20.0 10.0 20.0

18.2 22.7 10.7 15.1 9.8 12.9 28.0 6.7 21.3 16.4 32.0 22.2

25.0 75.0 25.0 50.0 25.0 25.0 75.0

37.5 12.5 6.3 12.5 43.8 31.3 31.3 43.8

4.1 39.2 21.6 12.2 8.1 18.9 23.0 2.7 20.3 23.0 14.9 27.0
総 合 工 事 業 42.9 28.6 7.1 7.1 14.3 25.0 3.6 17.9 21.4 10.7 21.4
職 別 工 事 業 9.5 38.1 23.8 14.3 4.8 28.6 14.3 4.8 19.0 19.0 23.8 23.8
設 備 工 事 業 4.0 36.0 12.0 16.0 12.0 16.0 28.0 24.0 28.0 12.0 36.0

21.3 6.7 4.5 20.2 6.7 10.1 32.6 12.4 19.1 20.2 41.6 13.5
卸 売 業 21.9 9.4 6.3 18.8 9.4 18.8 37.5 12.5 18.8 31.3 31.3 15.6
小 売 業 21.1 5.3 3.5 21.1 5.3 5.3 29.8 12.3 19.3 14.0 47.4 12.3

28.6 26.2 9.5 14.3 16.7 9.5 21.4 4.8 26.2 4.8 42.9 19.0
対事業所サービス業 23.1 38.5 15.4 7.7 23.1 23.1 7.7 30.8 15.4 15.4 23.1
対個人サービス業 31.0 20.7 6.9 20.7 20.7 3.4 20.7 3.4 24.1 55.2 17.2

H25 山 口 県

H23 全 国

製 造 業 計

運 輸 業

建 設 業

印 刷 ・ 同 関 連

窯 業 ・ 土 石

化 学 工 業

金 属 、 同 製 品

H23 山 口 県

食 料 品

木 材 ・ 木 製 品

サ ー ビ ス 業

機 械 器 具

そ の 他

非 製 造 業 計

情 報 通 信 業

卸 ・ 小 売 業

繊 維 工 業

　④　経営上の強み(複数回答）

H25 全 国

H26 山 口 県

　経営上の強みについては、「顧客への納品・サービスの速さ」が２８．３％で最も多い。次いで、「商品・
サービスの質の高さ」が２３．７％、「製品の品質・精度の高さ」・「組織の機動力・柔軟性」が２２．1％で
同率となっている。

H24 全 国

H24 山 口 県

H22 全 国

H26 全 国
H22 山 口 県

24.3 
21.8 

16.1 

11.8 
8.6 

22.5 
26.1 

10.2 
14.5 13.0 

20.5 20.9 21.1 
19.0 

14.4 12.1 
9.3 

22.1 

28.3 

8.5 

17.5 
15.2 

23.7 
22.1 

0.0

10.0

20.0

30.0

製
品
・
サ
ー
ビ
ス

の
独
自
性

技
術
・
製
品

の
開
発
力

生
産
技
術
・

生
産
管
理
能
力

営
業
力
・

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
力

製
品
･
サ
ー
ビ
ス
の

企
画
力
･
提
案
力

製
品
の
品
質
・

精
度
の
高
さ

顧
客
へ
の
納
品
・

サ
ー
ビ
ス
の
速
さ

企
業
・
製
品
の

ブ
ラ
ン
ド
力

財
務
体
質
の
強
さ
・

資
金
調
達
力

優
秀
な
仕
入
先
・

外
注
先

商
品
・
サ
ー
ビ
ス

の
質
の
高
さ

組
織
の
機
動
力
・

柔
軟
性

（％） 経営上の強み Ｈ２５ Ｈ２６
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（単位：％）

38時間以下
38時間超

40時間未満
40時間

40時間超
44時間以下

12.5 27.0 46.5 14.0
11.3 28.2 47.8 12.7
12.2 27.3 47.8 12.7
12.0 27.0 48.2 12.8
12.3 25.8 48.9 13.0
8.5 28.4 46.3 16.8

10.3 25.5 52.5 11.8
10.0 30.2 48.1 11.8
8.6 30.4 49.4 11.5

12.8 27.7 47.4 12.1
1 ～   9人 15.5 19.3 44.1 21.1
1 ～   4人 20.0 17.3 28.0 34.7
5 ～   9人 11.6 20.9 58.1 9.3

10 ～  29人 12.0 30.7 50.7 6.7
10 ～  20人 11.4 28.9 53.5 6.1
21 ～  29人 13.9 36.1 41.7 8.3
30 ～  99人 10.3 33.3 50.0 6.4

100 ～ 300人 6.3 56.3 37.5
19.3 23.4 48.0 9.4
19.6 14.3 51.8 14.3
20.0 80.0
33.3 33.3 33.3
11.1 44.4 44.4
21.1 23.7 42.1 13.2

100.0
13.3 30.0 53.3 3.3
20.0 40.0 40.0
27.3 27.3 45.5
8.1 30.8 47.0 14.1

25.0 25.0 50.0
26.3 63.2 10.5

3.8 35.9 50.0 10.3
総 合 工 事 業 9.4 37.5 46.9 6.3
職 別 工 事 業 28.6 57.1 14.3
設 備 工 事 業 40.0 48.0 12.0

7.9 32.6 42.7 16.9
卸 売 業 3.1 34.4 59.4 3.1
小 売 業 10.5 31.6 33.3 24.6

18.2 20.5 43.2 18.2
対事業所サービス業 7.1 42.9 50.0
対 個 人 サ ー ビ ス 業 23.3 10.0 40.0 26.7

そ の 他
非 製 造 業 計

木 材 ・ 木 製 品
印 刷 ・ 同 関 連

情 報 通 信 業

機 械 器 具

サ ー ビ ス 業

卸 ・ 小 売 業

化 学 工 業

４　従業員の労働時間について
　①　週所定労働時間

　週所定労働時間については、「４０時間」の企業が４７．４％と最も多い。前年調査より「３８時間以
下」は増加しており、「３８時間超４０時間未満」と「４０時間」は減少している。「４０時間超４４時間
以下」は、全体の１割強で推移をしている。

H24 全 国

H22 全 国

建 設 業
運 輸 業

窯 業 ・ 土 石

金 属 、 同 製 品

繊 維 工 業
食 料 品

H25 全 国

H22 山 口 県

H23 全 国

H23 山 口 県

製 造 業 計

H24 山 口 県
H25 山 口 県
H26 山 口 県

H26 全 国

8.5

10.3

10.0

8.6

12.8

28.4

25.5

30.2

30.4

27.7

46.3

52.5

48.1

49.4

47.4

16.8

11.8

11.8

11.5

12.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H22

H23

H24

H25

H26

週所定労働時間

38時間以下

38時間超

40時間未満

40時間

40時間超

44時間以下
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（単位：％）

0時間
1～10

時間未満
10～20

時間未満
20～30

時間未満
30～50

時間未満
50時間以上

平均
(時間)

32.0 28.3 19.4 11.5 7.5 1.4 9.6

30.6 29.7 18.9 11.6 7.7 1.5 9.9

30.0 26.8 19.5 12.7 8.9 2.1 11.0

28.3 27.2 20.1 12.9 9.7 1.7 11.1

27.7 26.5 20.9 13.0 9.6 2.2 11.5

36.5 27.6 17.1 13.0 5.2 0.6 8.1

36.4 31.1 16.4 9.8 4.9 1.5 8.3

31.4 31.4 17.9 10.5 8.2 0.8 9.2

31.9 31.0 17.9 11.8 5.9 1.6 9.4

34.0 26.2 17.9 12.6 8.3 1.0 9.7

1 ～   9人 56.6 20.1 13.2 6.9 2.5 0.6 5.2

1 ～   4人 80.0 14.7 2.7 1.3 1.3 1.8

5 ～   9人 35.7 25.0 22.6 11.9 3.6 1.2 8.3

10 ～  29人 24.0 28.7 20.0 14.7 12.0 0.7 11.5

10 ～  20人 28.9 27.2 19.3 12.3 11.4 0.9 10.4

21 ～  29人 8.3 33.3 22.2 22.2 13.9 14.8

30 ～  99人 12.3 37.0 19.2 17.8 11.0 2.7 13.6

100 ～ 300人 13.3 40.0 26.7 20.0 19.7

30.2 21.3 21.3 14.8 11.8 0.6 11.5

50.0 17.9 19.6 5.4 7.1 6.8

20.0 40.0 40.0 14.4

50.0 16.7 33.3 3.5

25.0 25.0 50.0 18.0

31.6 34.2 13.2 13.2 5.3 2.6 9.6

100.0 15.0

10.3 17.2 20.7 24.1 27.6 18.4

6.7 6.7 26.7 20.0 40.0 22.7

36.4 27.3 27.3 9.1 5.9

36.8 29.8 15.4 11.0 5.7 1.3 8.4

25.0 25.0 50.0 11.0

5.9 11.8 23.5 23.5 23.5 11.8 24.4

22.4 34.2 23.7 15.8 3.9 9.0

総 合 工 事 業 30.0 40.0 16.7 6.7 6.7 7.0

職 別 工 事 業 33.3 23.8 23.8 19.0 8.0

設 備 工 事 業 4.0 36.0 32.0 24.0 4.0 12.2

52.3 30.7 10.2 3.4 2.3 1.1 4.7

卸 売 業 43.8 43.8 9.4 3.1 4.3

小 売 業 57.1 23.2 10.7 5.4 1.8 1.8 5.0

44.2 27.9 9.3 9.3 9.3 8.1

対事業所サービス業 14.3 28.6 21.4 14.3 21.4 15.7

対 個 人 サ ー ビ ス 業 58.6 27.6 3.4 6.9 3.4 4.4

H22 全 国

H23 全 国

H25 全 国

H23 山 口 県

H25 山 口 県

窯 業 ・ 土 石

H26 山 口 県

製 造 業 計

サ ー ビ ス 業

運 輸 業

H24 全 国

H24 山 口 県

H22 山 口 県

H26 全 国

金 属 、 同 製 品

化 学 工 業

機 械 器 具

卸 ・ 小 売 業

　②　月平均残業時間（従業員１人当たり）

建 設 業

食 料 品

繊 維 工 業

木 材 ・ 木 製 品

印 刷 ・ 同 関 連

月平均残業時間は、「１～１０時間未満」と「５０時間以上」の割合が減少したが、その他の区分ではいず
れも増加している。月残業時間「０時間」が増加したにも関わらず、月平均残業時間は増加の傾向にある。

そ の 他

非 製 造 業 計

情 報 通 信 業

36.5 

36.4 

31.4 

31.9 

34.0 

27.6 

31.1 

31.4 

31.0 

26.2 

17.1 

16.4 

17.9 

17.9 

17.9 

13.0 

9.8 

10.5 

11.8 

12.6 

5.2 

4.9 

8.2 

5.9 

8.3 

1.4 

1.1 

0.6 

1.5 

1.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H22

H23

H24

H25

H26

月平均残業時間

0時間

1～10時間

未満
10～20時間

未満
20～30時間

未満
30～50時間

未満
50時間以上
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　①　年次有給休暇の平均付与日数・平均取得日数（従業員１人当たり）

（単位：％）

１
０
日
未
満

１
０
～

１
５
日
未
満

１
５
～

２
０
日
未
満

２
０
～

２
５
日
未
満

２
５
日
以
上

平
均
値

（

日
）

５
日
未
満

５
～

１
０
日
未
満

１
０
～

１
５
日
未
満

１
５
～

２
０
日
未
満

２
０
日
以
上

平
均
値

（

日
）

8.9 22.3 46.5 21.7 0.5 15.3 28.8 37.8 24.5 6.3 2.6 7.3
9.7 23.5 46.5 18.3 2.0 15.5 34.7 37.0 21.0 5.2 2.1 6.9
8.9 22.1 46.9 20.1 2.0 15.6 31.1 38.3 22.7 5.5 2.5 7.1
9.1 21.8 45.4 21.5 2.1 15.6 29.0 38.6 24.2 5.7 2.5 7.3
8.7 22.9 45.3 20.9 2.2 15.6 29.7 38.3 23.9 5.7 2.4 7.2

11.3 26.2 41.8 19.9 0.7 14.9 29.4 37.2 24.5 6.7 2.1 7.3
9.8 24.9 43.6 19.3 2.3 15.5 32.8 40.3 19.3 5.6 2.0 6.9

10.2 22.0 49.3 17.8 0.7 15.2 27.0 43.8 19.4 7.2 2.6 7.3
11.3 20.7 46.2 21.0 0.8 15.2 30.0 40.8 20.1 5.7 3.4 7.2
7.8 22.8 46.3 21.9 1.3 15.6 30.3 36.9 21.6 7.5 3.8 7.4

1～9人 7.0 32.0 27.0 33.0 1.0 15.3 24.0 34.0 24.0 10.0 8.0 8.6
 1～4人 8.6 40.0 14.3 37.1 15.0 17.1 40.0 25.7 8.6 8.6 9.2
 5～9人 6.2 27.7 33.8 30.8 1.5 15.4 27.7 30.8 23.1 10.8 7.7 8.3
10～29人 12.8 18.8 44.4 22.6 1.5 15.3 35.3 33.8 19.5 9.0 2.3 6.9
 10～20人 14.1 23.2 36.4 25.3 1.0 14.9 35.4 35.4 20.2 7.1 2.0 6.6
 21～29人 8.8 5.9 67.6 14.7 2.9 16.6 35.3 29.4 17.6 14.7 2.9 7.7
30～ 99人 1.4 19.7 67.6 9.9 1.4 16.5 33.8 45.1 19.7 1.4 6.4
100～300人 12.5 87.5 16.7 12.5 43.8 31.3 12.5 9.3

5.2 20.1 53.7 20.1 0.7 15.9 25.4 41.8 22.4 6.0 4.5 7.7
5.3 23.7 52.6 15.8 2.6 15.7 36.8 28.9 18.4 5.3 10.5 7.8

20.0 20.0 40.0 20.0 12.8 40.0 40.0 20.0 7.4
50.0 25.0 25.0 11.8 25.0 25.0 25.0 25.0 9.0

25.0 75.0 15.6 37.5 37.5 12.5 12.5 7.3
7.1 17.9 39.3 35.7 16.4 32.1 32.1 28.6 7.1 7.3

100.0 10.0 100.0 10.0
20.8 66.7 12.5 16.1 12.5 58.3 25.0 4.2 7.5
13.3 66.7 20.0 17.3 80.0 20.0 7.3
18.2 54.5 27.3 16.6 18.2 36.4 27.3 18.2 8.6

9.7 24.7 40.9 23.1 1.6 15.4 33.9 33.3 21.0 8.6 3.2 7.3
50.0 25.0 25.0 14.3 25.0 75.0 5.8

6.3 6.3 68.8 18.8 16.4 31.3 18.8 25.0 18.8 6.3 9.3
10.0 24.3 40.0 24.3 1.4 15.5 28.6 32.9 27.1 11.4 7.5

総 合 工 事 業 3.7 37.0 37.0 22.2 15.0 18.5 44.4 29.6 7.4 7.9
職 別 工 事 業 26.3 26.3 21.1 26.3 12.7 47.4 36.8 10.5 5.3 5.1
設 備 工 事 業 4.2 8.3 58.3 25.0 4.2 18.1 25.0 16.7 37.5 20.8 9.1

10.6 24.2 40.9 22.7 1.5 15.4 34.8 39.4 16.7 4.5 4.5 6.9
卸 売 業 10.3 10.3 51.7 27.6 16.3 41.4 41.4 3.4 6.9 6.9 6.7
小 売 業 10.8 35.1 32.4 18.9 2.7 14.7 29.7 37.8 27.0 2.7 2.7 7.1

10.0 33.3 30.0 23.3 3.3 15.1 46.7 23.3 16.7 6.7 6.7 6.8
対事業所サービス業 14.3 28.6 42.9 7.1 7.1 14.9 42.9 21.4 28.6 7.1 6.4
対 個 人 サ ービ ス業 6.3 37.5 18.8 37.5 15.4 50.0 25.0 6.3 6.3 12.5 7.1

H26全国
H26山口県
製造業
非製造業

サ ー ビ ス 業

運 輸 業

卸 ・ 小 売 業

建 設 業

非 製 造 業 計

平 均 取 得 日 数

H23 全 国

H23 山 口 県
H24 山 口 県

H22 全 国

H22 山 口 県

H24 全 国

５　従業員の有給休暇について

情 報 通 信 業

繊 維 工 業
木 材 ・ 木 製 品
印 刷 ・ 同 関 連
窯 業 ・ 土 石

　従業員１人当たりの年次有給休暇の平均付与日数は、「１５～２０日未満」が４６．３％で最も多く平均
１５．６日で、全国平均と同率である。年次有給休暇の平均取得日数は、「５～１０日未満」が３６．９％で最
も多く、平均は７．４日で、全国平均より０．２ポイント多くなっている。

食 料 品
製 造 業 計

金 属 、 同 製 品
機 械 器 具

化 学 工 業

そ の 他

平 均 付 与 日 数

H26 全 国

H26 山 口 県

H25 全 国

H25 山 口 県

8.7

7.8

5.2

9.7

22.9

22.8

20.1

24.7

45.3

46.3

53.7

40.9

20.9

21.9

20.1

23.1

2.2

1.3

0.7

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H26全国

H26山口県

製造業

非製造業

平均付与日数

１０日未満 １０～

１５日未満

１５～

２０日未満

２０～

２５日未満

２５日以上

29.7

30.3

25.4

33.9

38.3

36.9

41.8

33.3

23.9

21.6

22.4

21.0

5.7

7.5

6.0

8.6

2.4

3.8

4.5

3.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H26全国

H26山口県

製造業

非製造業

平均取得日数

５日未満 ５～

１０日未満

１０～

１５日未満

１５～

２０日未満

２０日以上
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　②　年次有給休暇の取得率(従業員１人当たり）

１
０
％
未
満

１
０
～

　
２
０
％
未
満

２
０
～

　
３
０
％
未
満

３
０
～

　
５
０
％
未
満

５
０
～

　
７
０
％
未
満

７
０
～

　
１
０
０
％

平
均

4.2 10.4 13.8 21.6 25.1 24.9 47.8
7.7 11.2 13.8 22.1 22.6 22.7 44.6
5.3 11.7 14.2 21.9 23.7 23.2 48.0
4.7 10.8 13.5 21.2 25.1 24.8 49.6
4.7 10.9 14.3 21.2 25.4 23.6 48.8
5.0 9.9 12.4 22.0 21.6 29.1 49.0
7.5 13.4 11.8 23.9 21.3 22.0 44.4
5.3 9.2 12.2 24.7 20.4 28.3 51.5
4.2 9.9 15.9 21.2 21.2 27.5 51.0
6.9 8.4 15.3 22.2 20.6 26.6 50.2

1 ～   9人 6.0 3.0 14.0 17.0 21.0 39.0 59.4
1 ～   4人 5.7 14.3 17.1 17.1 45.7 65.1
5 ～   9人 6.2 4.6 13.8 16.9 23.1 35.4 56.3
10 ～  29人 6.0 12.8 15.8 21.8 18.0 25.6 48.4
10 ～  20人 8.1 11.1 15.2 24.2 14.1 27.3 48.3
21 ～  29人 17.6 17.6 14.7 29.4 20.6 48.9
30 ～  99人 11.3 9.9 16.9 26.8 22.5 12.7 39.5

100 ～ 300人 12.5 37.5 31.3 18.8 54.2
6.0 6.7 15.7 24.6 24.6 22.4 49.3
10.5 7.9 15.8 18.4 28.9 18.4 47.4

20.0 20.0 20.0 40.0 63.6
25.0 75.0 86.0

12.5 25.0 25.0 25.0 12.5 44.1
10.7 7.1 14.3 25.0 17.9 25.0 45.9

100.0 100.0
8.3 12.5 41.7 16.7 20.8 47.1

26.7 33.3 40.0 42.6
9.1 9.1 9.1 9.1 27.3 36.4 57.5
7.5 9.7 15.1 20.4 17.7 29.6 50.8

25.0 50.0 25.0 43.0
6.3 25.0 6.3 31.3 31.3 55.0

5.7 7.1 15.7 14.3 25.7 31.4 53.7
総 合 工 事 業 7.4 14.8 18.5 25.9 33.3 57.1
職 別 工 事 業 5.3 5.3 26.3 10.5 21.1 31.6 50.7
設 備 工 事 業 12.5 8.3 8.3 12.5 29.2 29.2 52.2

4.5 15.2 15.2 27.3 7.6 30.3 50.2
卸 売 業 3.4 24.1 13.8 27.6 6.9 24.1 44.5
小 売 業 5.4 8.1 16.2 27.0 8.1 35.1 54.6

23.3 6.7 6.7 23.3 13.3 26.7 44.4
対事業所サービス業 28.6 7.1 7.1 7.1 21.4 28.6 45.1
対 個 人 サ ー ビ ス 業 18.8 6.3 6.3 37.5 6.3 25.0 43.8

H26全国

H26山口県

製造業
非製造業

H23 全 国

H23 山 口 県

H22 全 国

H22 山 口 県

建 設 業

卸 ・ 小 売 業

H26 山 口 県

製 造 業 計
食 料 品
繊 維 工 業

サ ー ビ ス 業

木 材 ・ 木 製 品
印 刷 ・ 同 関 連
窯 業 ・ 土 石
化 学 工 業

情 報 通 信 業
運 輸 業

そ の 他
非 製 造 業 計

　従業員１人当たりの年次有給休暇の取得率は「７０～１００％」が２６．６％で最も多く、次いで「３０～５
０％未満」が２２．２％となっている。年次有給休暇の平均取得率は５０．２％で全国平均の４８．８％より
１．４ポイント高くなっている。

（単位：％）

H26 全 国

金 属 、 同 製 品
機 械 器 具

H25 全 国

H25 山 口 県

H24 全 国

H24 山 口 県

4.7

6.9

6.0

7.5

10.9

8.4

6.7

9.7

14.3

15.3

15.7

15.1

21.2

22.2

24.6

20.4

25.4

20.6

24.6

17.7

23.6

26.6

22.4

29.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H26全国

H26山口県

製造業

非製造業

年次有給休暇の取得率

１０％未満 １０～２０％未満 ２０～３０％未満
３０～５０％未満 ５０～７０％未満 ７０～１００％
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６　新規学卒者の採用について 
　①　平成２６年３月新規学卒者の平均初任給額（加重平均）

対象者数 初任給 格差 対象者数 初任給 格差

H22 全 国 2,845 155,158 89.1 744 150,825 88.7

H23 全 国 3,109 155,925 91.2 827 151,687 90.7

H24 全 国 3,354 156,863 100.0 920 152,618 100.0

H25 全 国 3,573 158,406 100.0 778 151,147 100.0

H26 全 国 3,577 158,468 100.0 780 151,799 100.0

H22 山 口 県 49 151,361 86.9 16 149,348 87.8

H23 山 口 県 66 149,738 87.6 14 149,350 89.3

H24 山 口 県 71 156,193 99.6 22 144,074 94.4

H25 山 口 県 83 156,723 98.9 13 155,931 103.2

H26 山 口 県 88 156,414 98.7 20 151,110 99.5

製 造 業 47 154,971 98.5 7 152,600 98.7

非 製 造 業 41 158,067 98.5 13 150,308 100.5

対象者数 初任給 格差 対象者数 初任給 格差

H22 全 国 678 164,525 87.8 175 166,317 89.9

H23 全 国 698 165,888 89.7 161 165,786 90.8

H24 全 国 771 168,980 100.0 175 165,003 100.0

H25 全 国 786 167,750 100.0 199 164,833 100.0

H26 全 国 918 168,759 100.0 179 162,517 100.0

H22 山 口 県 10 155,380 82.9 1 162,900 88.1

H23 山 口 県 7 162,814 88.0 6 164,050 89.9

H24 山 口 県 11 159,006 94.1 4 164,725 99.8

H25 山 口 県 12 161,633 96.4 2 155,330 94.2

H26 山 口 県 11 151,482 89.8 4 162,850 100.2

製 造 業 3 152,533 90.3

非 製 造 業 8 151,088 89.6 4 162,850 100.4

対象者数 初任給 格差 対象者数 初任給 格差

H22 全 国 208 172,214 103.2 135 163,939 86.7

H23 全 国 253 168,373 94.9 210 163,809

H24 全 国 255 172,083 100.0 206 164,104 100.0

H25 全 国 227 173,081 100.0 147 167,886 100.0

H26 全 国 251 171,314 100.0 169 168,637 100.0

H22 山 口 県 2 170,000 101.9

H23 山 口 県 2 162,800 91.7 4 155,850

H24 山 口 県 2 154,973 90.1 7 173,371 105.6

H25 山 口 県 1 135,000 78.0 2 200,500 119.4

H26 山 口 県 3 174,333 101.8 3 169,030 100.2

製 造 業 2 185,000 107.4 1 163,090 94.4

非 製 造 業 1 153,000 90.1 2 172,000 104.0

対象者数 初任給 格差 対象者数 初任給 格差

H22 全 国 1,299 194,684 94.1 1,143 191,331 94.8

H23 全 国 1,574 194,002 96.5 1,395 189,245 92.9

H24 全 国 1,628 193,045 100.0 1,455 190,766 100.0

H25 全 国 1,631 193,863 100.0 1,531 191,354 100.0

H26 全 国 1,561 194,585 100.0 1,419 190,289 100.0

H22 山 口 県 10 181,880 87.9 6 189,225 93.8

H23 山 口 県 9 180,900 90.0 28 184,366 90.5

H24 山 口 県 19 185,489 96.1 30 192,285 100.8

H25 山 口 県 14 175,887 90.7 18 191,393 100.0

H26 山 口 県 12 187,739 96.5 15 180,365 94.8

製 造 業 4 185,900 95.0 3 186,147 97.5

非 製 造 業 8 188,659 97.6 12 178,920 94.2

大　学　卒
技 術 系 事 務 系

※加重平均とは、各事業所の一人当たり平均初任給額に採用人数を乗じて得た数の総和を採用人数の総和で除した数値

高　校　卒
技 術 系 事 務 系

専門学校卒
技 術 系 事 務 系

短大卒；含高専
技 術 系 事 務 系

　２６年３月新規学卒者の平均初任給額は、「専門学校の事務系」、「短大卒；含高専の技術系」、「短大卒；
含高専の事務系」で、全国平均よりも高い平均初任給額となっている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人、円、％　H23以前の格差：東京都＝100）
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　①－１　平成２６年３月新規学卒者の採用充足状況

事業所
数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
平均採
用人数

事業所
数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
平均採
用人数

事業所
数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
平均採
用人数

H22 全 国 1,535 3,788 3,589 94.7 2.3 1,275 3,012 2,845 94.5 2.2 384 776 744 95.9 1.9

H23 全 国 1,724 4,177 3,936 94.2 2.3 1,403 3,314 3,109 93.8 2.2 438 863 827 95.8 1.9

H24 全 国 1,790 4,517 4,274 94.6 2.4 1,477 3,569 3,354 94.0 2.3 447 948 920 97.0 2.1

H25 全 国 1,931 4,714 4,351 92.3 2.3 1,654 3,898 3,573 91.7 2.2 426 816 778 95.3 1.8

H26 全 国 1,982 4,759 4,357 91.6 2.2 1,693 3,915 3,577 91.4 2.1 431 844 780 92.4 1.8

H22 山 口 県 30 67 65 97.0 2.2 23 51 49 96.1 2.1 10 16 16 100.0 1.6

H23 山 口 県 33 83 80 96.4 2.4 31 68 66 97.1 2.1 6 15 14 93.3 2.3

H24 山 口 県 47 102 93 91.2 2.0 34 75 71 94.7 2.1 14 27 22 81.5 1.6

H25 山 口 県 46 104 96 92.3 2.1 40 88 83 94.3 2.1 9 16 13 81.3 1.4

H26 山 口 県 45 118 108 91.5 2.4 36 94 88 93.6 2.4 14 24 20 83.3 1.4

製 造 業 23 54 54 100.0 2.4 21 47 47 100.0 2.2 4 7 7 100.0 1.8

非 製 造 業 22 64 54 84.4 2.5 15 47 41 87.2 2.7 10 17 13 76.5 1.3

事業所
数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
平均採
用人数

事業所
数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
平均採
用人数

事業所
数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
平均採
用人数

H22 全 国 510 913 853 93.4 1.7 400 714 678 95.0 1.7 125 199 175 87.9 1.4

H23 全 国 534 889 859 96.6 1.6 425 719 698 97.1 1.6 124 170 161 94.7 1.3

H24 全 国 602 1,016 946 93.1 1.6 499 835 771 92.3 1.6 124 181 175 96.7 1.4

H25 全 国 630 1,052 985 93.6 1.6 503 845 786 93.0 1.6 145 207 199 96.1 1.4

H26 全 国 687 1,184 1097 92.7 1.6 585 999 918 91.9 1.6 127 185 179 96.8 1.4

H22 山 口 県 4 11 11 100.0 2.8 4 10 10 100.0 2.5 1 1 1 100.0 1.0

H23 山 口 県 8 13 13 100.0 1.6 6 7 7 100.0 1.2 3 6 6 100.0 2.0

H24 山 口 県 12 16 15 93.8 1.3 9 12 11 91.7 1.2 4 4 4 100.0 1.0

H25 山 口 県 10 14 14 100.0 1.4 8 12 12 100.0 1.5 2 2 2 100.0 1.0

H26 山 口 県 8 18 15 83.3 1.9 7 14 11 78.6 1.6 2 4 4 100.0 2.0

製 造 業 2 3 3 100.0 1.5 2 3 3 100.0 1.5

非 製 造 業 6 15 12 80.0 2.0 5 11 8 72.7 1.6 2 4 4 100.0 2.0

事業所
数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
平均採
用人数

事業所
数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
平均採
用人数

事業所
数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
平均採
用人数

H22 全 国 250 363 343 94.5 1.4 146 221 208 94.1 1.4 108 142 135 95.1 1.3

H23 全 国 334 481 463 96.3 1.4 179 261 253 96.9 1.4 164 220 210 95.5 1.3

H24 全 国 321 479 461 96.2 1.4 181 269 255 94.8 1.4 147 210 206 98.1 1.4

H25 全 国 285 399 374 93.7 1.3 174 244 227 93.0 1.3 120 155 147 94.8 1.2

H26 全 国 316 456 420 92.1 1.3 190 274 251 91.6 1.3 135 182 169 92.9 1.3

H22 山 口 県 2 2 2 100.0 1.0 2 2 2 100.0 1.0 - - - - -

H23 山 口 県 6 6 6 100.0 1.0 2 2 2 100.0 1.0 4 4 4 100.0 1.0

H24 山 口 県 5 9 9 100.0 1.8 2 2 2 100.0 1.0 3 7 7 100.0 2.3

H25 山 口 県 3 3 3 100.0 1.0 1 1 1 100.0 1.0 2 2 2 100.0 1.0

H26 山 口 県 5 6 6 100.0 1.2 2 3 3 100.0 1.5 3 3 3 100.0 1.0

製 造 業 2 3 3 100.0 1.5 1 2 2 100.0 2.0 1 1 1 100.0 1.0

非 製 造 業 3 3 3 100.0 1.0 1 1 1 100.0 1.0 2 2 2 100.0 1.0

事業所
数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
平均採
用人数

事業所
数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
平均採
用人数

事業所
数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
平均採
用人数

H22 全 国 1,136 2,651 2,442 92.1 2.2 696 1,422 1,299 91.4 1.9 575 1,229 1,143 93.0 2.0

H23 全 国 1,392 3,222 2,969 92.1 2.1 831 1,757 1,574 89.6 1.9 725 1,465 1,395 95.2 1.9

H24 全 国 1,425 3,368 3,083 91.5 2.2 855 1,816 1,628 89.6 1.9 746 1,552 1,455 93.8 2.0

H25 全 国 1,404 3,522 3,162 89.8 2.3 859 1,862 1,631 87.6 1.9 719 1,660 1,531 92.2 2.1

H26 全 国 1,357 3,304 2,980 90.2 2.2 854 1,771 1,561 88.1 1.8 684 1,533 1,419 92.6 2.1

H22 山 口 県 10 17 16 94.1 1.6 5 10 10 100.0 2.0 5 7 6 85.7 1.2

H23 山 口 県 21 40 37 92.5 1.8 7 12 9 75.0 1.3 14 28 28 100.0 2.0

H24 山 口 県 25 58 49 84.5 2.0 11 19 19 100.0 1.7 17 39 30 76.9 1.8

H25 山 口 県 21 42 32 76.2 1.5 10 18 14 77.8 1.4 11 24 18 75.0 1.6

H26 山 口 県 19 31 27 87.1 1.4 10 15 12 80.0 1.2 11 16 15 93.8 1.4

製 造 業 5 7 7 100.0 1.4 3 4 4 100.0 1.3 3 3 3 100.0 1.0

非 製 造 業 14 24 20 83.3 1.4 7 11 8 72.7 1.1 8 13 12 92.3 1.5

短大卒；含高専
合　計 技　　術　　系 事　　務　　系

大 学 卒
合計 技　　術　　系 事　　務　　系

２６年３月新規学卒者の採用充足状況については、「短大卒；含高専」の充足率は依然として１００％である。
「大学卒」の充足率は１０．９ポイント上がっているが、「高校卒」と「専門学校卒」の充足率は下っている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：社、人、％）

事　　務　　系

専門学校卒
合　計 技　　術　　系 事　　務　　系

高 校 卒
合　計 技　　術　　系
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　②　平成２７年３月新規学卒者の採用計画

(単位：％）

12.8 67.0 20.2
13.9 64.1 22.1
15.7 60.9 23.4
18.3 62.1 19.6
21.4 60.2 18.3
9.1 69.9 21.1
9.5 72.9 17.6

14.4 65.7 19.9
16.3 65.2 18.5
20.7 64.8 14.5

1 ～   9人 5.0 85.1 9.9
1 ～   4人 6.5 89.6 3.9
5 ～   9人 3.6 81.0 15.5
10 ～  29人 22.5 60.3 17.2
10 ～  20人 18.3 63.5 18.3
21 ～  29人 36.1 50.0 13.9
30 ～  99人 39.7 42.3 17.9
100 ～ 300人 68.8 12.5 18.8

19.4 65.3 15.3
7.1 80.4 12.5

20.0 80.0
80.0 20.0

11.1 55.6 33.3
17.9 69.2 12.8

100.0
34.5 44.8 20.7
33.3 40.0 26.7
45.5 54.5
21.6 64.4 14.0
75.0 25.0
10.5 78.9 10.5
32.5 50.6 16.9

総 合 工 事 業 34.4 46.9 18.8
職 別 工 事 業 35.0 50.0 15.0
設 備 工 事 業 28.0 56.0 16.0

14.1 76.1 9.8
卸 売 業 12.1 72.7 15.2
小 売 業 15.3 78.0 6.8

18.2 63.6 18.2
対事業所サービス業 21.4 50.0 28.6
対 個 人 サ ー ビ ス 業 16.7 70.0 13.3

あ　る な　い 未　定

H22 全 国

　平成２７年３月新規学卒者の採用計画は、「ある」が２０．７％で４．４ポイント増加し、「ない」と「未定」は減少傾
向にある。

H23 全 国
H24 全 国
H25 全 国
H26 全 国
H22 山 口 県
H23 山 口 県
H24 山 口 県
H25 山 口 県
H26 山 口 県

製 造 業 計
食 料 品
繊 維 工 業
木 材 ・ 木 製 品
印 刷 ・ 同 関 連
窯 業 ・ 土 石
化 学 工 業
金 属 、 同 製 品

卸 ・ 小 売 業

サ ー ビ ス 業

機 械 器 具
そ の 他

非 製 造 業 計
情 報 通 信 業
運 輸 業
建 設 業

66.7 
69.9 

72.9 

65.7 64.8 

22.1 21.1 
17.6 19.9 

14.5 
11.2 9.1 9.5 

14.4 

20.7 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

平成２７年３月の新規学卒者の採用計画

な い 未 定 あ る

（％）
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　②－１　平成２７年３月新規学卒者の採用予定人数

(単位：人）

高校卒 専門学校卒
短大卒

(含高専)
大学卒

2.2 1.7 1.4 2.2
2.2 1.6 1.4 2.3
2.2 1.6 1.5 2.3
2.1 1.6 1.4 2.2
2.3 1.6 1.4 2.2
2.0 1.0 1.5 2.0
2.4 1.2 1.4 2.6
1.9 1.0 1.3 2.4
2.0 2.1 1.3 1.8
2.2 1.7 1.1 2.1

1 ～   9人 2.3 1.0 1.0 1.0
1 ～   4人 2.0 1.0 1.0
5 ～   9人 2.3 1.0 1.0

10 ～  29人 1.7 1.3 1.0 1.3
10 ～  20人 1.9 1.3 1.0 1.3
21 ～  29人 1.4 1.0 1.3
30 ～  99人 2.3 2.6 1.3 2.5
100 ～ 300人 3.5 2.0 1.0 2.3

1.7 1.3 1.0 1.6
2.0
2.0

2.0
1.2 1.0 1.0 1.5

1.8 1.0 1.0 2.0
2.0 1.0 1.0
2.0 1.8
2.6 1.8 1.3 2.3

1.0 1.5
4.0 2.0
2.6 1.0 1.0 2.4

総 合 工 事 業 2.1 1.0 1.7
職 別 工 事 業 2.9 1.0
設 備 工 事 業 2.9 1.0 3.5

1.7 2.0 1.0 2.4
卸 売 業 1.5 1.0 2.3
小 売 業 1.8 2.0 2.5

2.8 2.2 2.0 2.5
対事業所サービス業 2.5 2.0 2.0
対 個 人 サ ー ビ ス 業 3.0 2.3 2.0 3.0

H25 全 国
H26 全 国

　平成２７年３月新規学卒者の採用予定人数は、「高校卒」と「大学卒」が増加したが、「専門学校
卒」と「短大卒（含高専）」は減少している。

平均採用予定人数

H22 全 国
H23 全 国
H24 全 国

H22 山 口 県
H23 山 口 県
H24 山 口 県
H25 山 口 県

食 料 品
繊 維 工 業

H26 山 口 県

製 造 業 計

木 材 ・ 木 製 品
印 刷 ・ 同 関 連

金 属 、 同 製 品

卸 ・ 小 売 業

窯 業 ・ 土 石
化 学 工 業

サ ー ビ ス 業

機 械 器 具
そ の 他

非 製 造 業 計
情 報 通 信 業
運 輸 業
建 設 業

1.0 1.2 1.0 

2.1 

1.7 

1.5 1.4 1.3 

1.3 1.1 

2.0 

2.4 

1.9 

2.0 

2.2 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

平成２６年３月の新規学卒者の採用計画

専門学校卒

短大卒

(含高専)

高校卒

（％）
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　①　女性の管理職の有無

（単位：％）

管理職が
いる

管理職が
いない

32.2 67.8

30.8 69.2

1 ～   9人 23.2 76.8

1 ～   4人 20.5 79.5

5 ～   9人 25.6 74.4

10 ～  29人 32.5 67.5

10 ～  20人 33.9 66.1

21 ～  29人 27.8 72.2

30 ～  99人 41.0 59.0

100 ～ 300人 43.8 56.3

30.2 69.8

30.4 69.6

60.0 40.0

33.3 66.7

44.4 55.6

20.5 79.5

100.0

30.0 70.0

26.7 73.3

45.5 54.5

31.2 68.8

100.0

26.3 73.7

28.2 71.8

総 合 工 事 業 37.5 62.5

職 別 工 事 業 9.5 90.5

設 備 工 事 業 32.0 68.0

33.7 66.3

卸 売 業 24.2 75.8

小 売 業 39.0 61.0

36.4 63.6

対事業所サービス業 35.7 64.3

対 個 人 サ ー ビ ス 業 36.7 63.3

そ の 他

卸 ・ 小 売 業

サ ー ビ ス 業

非 製 造 業 計

情 報 通 信 業

運 輸 業

建 設 業

機 械 器 具

食 料 品

繊 維 工 業

木 材 ・ 木 製 品

印 刷 ・ 同 関 連

窯 業 ・ 土 石

化 学 工 業

７　女性の管理職について

製 造 業 計

金 属 、 同 製 品

　女性の管理職の有無については、「管理職がいる」が３０．８％全国平均より１．４ポイント下回っている。

H26 全 国

H26 山 口 県

32.2

30.8

30.2

31.2

67.8

69.2

69.8

68.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H26全国

H26山口県

製造業

非製造業

女性の管理職の有無

管理職がいる 管理職がいない
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　①－１　登用されている女性管理職の種類と割合

（単位：％）

役員 部長級 課長級 その他

54.9 10.1 24.1 10.8

52.0 10.5 22.4 15.1

1～9人 74.4 10.2 15.4

 1～4人 87.5 12.5

 5～9人 65.2 17.4 17.4

10～29人 58.3 10.0 20.0 11.7

 10～20人 59.5 8.5 19.2 12.8

 21～29人 53.8 15.4 23.1 7.7

30～ 99人 27.9 16.3 37.2 18.6

100～300人 30.0 30.0 20.0 20.0

51.7 8.6 20.7 19.0

55.0 15.0 5.0 25.0

25.0 25.0 50.0

100.0

25.0 50.0 25.0

75.0 12.5 12.5

55.6 33.3 11.1

75.0 25.0

28.6 42.9 28.6

52.1 11.7 23.4 12.8

33.3 16.7 33.3 16.7

65.4 7.7 23.1 3.8

総 合 工 事 業 64.3 7.1 21.4 7.1

職 別 工 事 業 100.0

設 備 工 事 業 60.0 10.0 30.0

55.0 12.5 22.5 10.0

卸 売 業 70.0 10.0 10.0 10.0

小 売 業 50.0 13.3 26.7 10.0

36.3 13.7 22.7 27.3

対事業所サービス業 50.0 33.3 16.7

対個 人サ ービ ス業 31.3 18.8 18.8 31.3

建 設 業

卸 ・ 小 売 業

サ ー ビ ス 業

金 属 、 同 製 品

機 械 器 具

そ の 他

非 製 造 業 計

情 報 通 信 業

運 輸 業

食 料 品

繊 維 工 業

木 材 ・ 木 製 品

印 刷 ・ 同 関 連

窯 業 ・ 土 石

化 学 工 業

　登用されている女性管理職の種類と割合については、全国、山口県ともに「役員」が圧倒的に多い。

H26 全 国

H26 山 口 県

製 造 業 計

54.9

52.0

51.7

52.1

10.1

10.5

8.6

11.7

24.1

22.4

20.7

23.4

10.8

15.1

19.0

12.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H26全国

H26山口県

製造業

非製造業

登用されている女性管理職の種類と割合

役員 部長級 課長級 その他
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８　非正規雇用労働者について

（単位：％）

増加して
いる

減少して
いる

変わらな
い

12.5 9.7 77.8

9.1 8.9 82.0

1 ～   9人 5.6 6.8 87.7

1 ～   4人 5.3 3.9 90.8

5 ～   9人 5.8 9.3 84.9

10 ～  29人 7.9 8.6 83.4

10 ～  20人 7.0 10.4 82.6

21 ～  29人 11.1 2.8 86.1

30 ～  99人 14.1 15.4 70.5

100 ～ 300人 33.3 66.7

14.7 10.6 74.7

10.7 8.9 80.4

20.0 80.0

100.0

55.6 11.1 33.3

15.8 18.4 65.8

100.0

3.3 3.3 93.3

42.9 14.3 42.9

9.1 9.1 81.8

5.1 7.6 87.3

50.0 50.0

10.5 5.3 84.2

1.3 3.8 94.9

総 合 工 事 業 9.4 90.6

職 別 工 事 業 100.0

設 備 工 事 業 4.0 96.0

6.6 6.6 86.8

卸 売 業 6.1 6.1 87.9

小 売 業 6.9 6.9 86.2

6.8 13.6 79.5

対事業所サービス業 7.1 7.1 85.7

対 個 人 サ ー ビ ス 業 6.7 16.7 76.7

　①　非正規雇用労働者の人数

　非正規雇用労働者の人数については、全国、山口県とも昨年と比較して「変わらない」が８０％前後で圧倒的に多い。

H26 全 国

H26 山 口 県

製 造 業 計

食 料 品

繊 維 工 業

木 材 ・ 木 製 品

印 刷 ・ 同 関 連

窯 業 ・ 土 石

運 輸 業

建 設 業

卸 ・ 小 売 業

サ ー ビ ス 業

化 学 工 業

金 属 、 同 製 品

機 械 器 具

そ の 他

非 製 造 業 計

情 報 通 信 業

12.5

9.1

14.7 

5.1

9.7

8.9

10.6 

7.6

77.8

82.0

74.7 

87.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H26全国

H26山口県

製造業

非製造業

非正規雇用労働者の人数

増加している 減少している 変わらない
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　①-１　非正規雇用労働者の増加している雇用形態

（単位：％）

パートタイマー 派遣労働者 嘱託・契約社員 その他

47.7 18.5 28.8 4.9

66.7 7.7 23.1 2.6

1～9人 77.8 11.1 11.1

 1～4人 75.0 25.0

 5～9人 80.0 20.0

10～29人 83.4 8.3 8.3

 10～20人 87.5 12.5

 21～29人 75.0 25.0

30～ 99人 50.0 16.7 33.4

100～300人 50.0 50.0

72.0 8.0 20.0

100.0

60.0 40.0

33.3 33.3 33.3

100.0

83.3 16.7

100.0

57.2 7.1 28.6 7.1

50.0 50.0

50.0 50.0

総 合 工 事 業

職 別 工 事 業

設 備 工 事 業 50.0 50.0

85.7 14.3

卸 売 業 100.0

小 売 業 80.0 20.0

33.3 33.3 33.3

対事業所サービス業 100.0

対個 人サ ービ ス業 50.0 50.0

建 設 業

卸 ・ 小 売 業

サ ー ビ ス 業

非 製 造 業 計

情 報 通 信 業

運 輸 業

金 属 、 同 製 品

機 械 器 具

そ の 他

印 刷 ・ 同 関 連

窯 業 ・ 土 石

化 学 工 業

食 料 品

繊 維 工 業

木 材 ・ 木 製 品

H26 全 国

H26 山 口 県

製 造 業 計

　昨年と比べた非正規雇用労働者の増加している雇用形態については、「パートタイマー」が６６．７％
と最も多く、全国を１９．０ポイント上回っている。

47.7

66.7

72.0

57.2

18.5

7.7

8.0

7.1

28.8

23.1

20.0

28.6

4.9

2.6

7.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H26全国

H26山口県

製造業

非製造業

非正規雇用労働者の増加している雇用形態

パートタイマー 派遣労働者 嘱託・契約社員 その他
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（単位：％）
臨

時

的

・

一

時

的

業

務

が
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し

た
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労
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め
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正
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あ
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た

め
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員
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な

雇

用

形

態
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業

務
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マ

ニ
ュ

ア

ル

化
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進

ん

だ
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め

正

社

員

採

用

し

て

も

育

成

の

コ

ス

ト

が

か

け

ら

れ

な

い

た

め

定
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後

の

継

続

雇

用

制

度

を

導

入

し

て

い

る

た

め

そ

の

他

28.1 35.0 21.2 18.0 12.5 20.7 1.5 3.5 28.8 6.7

20.0 41.4 17.3 14.2 9.2 26.1 0.3 4.1 22.0 4.7

1 ～   9人 18.2 43.6 18.2 16.4 12.7 17.3 0.9 4.5 10.9 6.4

1 ～   4人 14.0 34.9 11.6 11.6 27.9 14.0 7.0 7.0 4.7

5 ～   9人 20.9 49.3 22.4 19.4 3.0 19.4 1.5 3.0 13.4 7.5

10 ～  29人 20.6 43.9 15.9 8.4 8.4 35.5 4.7 24.3 3.7

10 ～  20人 23.2 43.9 17.1 8.5 8.5 35.4 4.9 19.5 4.9

21 ～  29人 12.0 44.0 12.0 8.0 8.0 36.0 4.0 40.0

30 ～  99人 21.9 37.5 20.3 14.1 6.3 26.6 3.1 32.8 4.7

100 ～ 300人 21.4 21.4 7.1 42.9 21.4 42.9

21.6 39.6 16.4 12.7 9.0 22.4 4.5 29.1 5.2

13.0 67.4 8.7 10.9 13.0 26.1 8.7 17.4 4.3

75.0 75.0 50.0 50.0 25.0

40.0 60.0 20.0 20.0 40.0 20.0

12.5 25.0 12.5 12.5 12.5 50.0

25.8 12.9 19.4 9.7 9.7 9.7 6.5 38.7 6.5

100.0

25.0 37.5 18.8 12.5 12.5 43.8 12.5

28.6 7.1 28.6 14.3 28.6 35.7

33.3 33.3 11.1 33.3 44.4 11.1 11.1

18.6 42.9 18.0 15.5 9.3 29.2 0.6 3.7 16.1 4.3

25.0 75.0 25.0 25.0 75.0

20.0 30.0 30.0 30.0 30.0

24.5 35.8 15.1 17.0 7.5 24.5 5.7 15.1 3.8

総 合 工 事 業 33.3 25.0 20.8 8.3 8.3 29.2 8.3 4.2 4.2

職 別 工 事 業 13.3 53.3 6.7 26.7 13.3 26.7 6.7 13.3

設 備 工 事 業 21.4 35.7 14.3 21.4 14.3 35.7 7.1

12.5 46.9 20.3 10.9 10.9 26.6 1.6 3.1 20.3 4.7

卸 売 業 27.3 45.5 13.6 4.5 9.1 13.6 4.5 22.7 9.1

小 売 業 4.8 47.6 23.8 14.3 11.9 33.3 4.8 19.0 2.4

20.0 46.7 23.3 16.7 13.3 36.7 3.3 6.7 6.7

対事業所サービス業 33.3 33.3 33.3 11.1 44.4 11.1

対個人サービス業 14.3 52.4 19.0 19.0 19.0 33.3 4.8 4.8 9.5

　②　非正規雇用労働者の雇用の要因(複数回答）

　非正規雇用労働者の雇用の要因については、全国、山口県とも「労働コストの削減のため」が
多い。次いで全国では「定年後の継続雇用制度を導入しているため」が多いが、山口県では「労
働者が柔軟な雇用形態を求めるため」が多い。

非 製 造 業 計

H26 山 口 県
H26 全 国

印 刷 ・ 同 関 連

製 造 業 計

食 料 品

繊 維 工 業

木 材 ・ 木 製 品

運 輸 業

建 設 業

情 報 通 信 業

そ の 他

サ ー ビ ス 業

窯 業 ・ 土 石

化 学 工 業

金 属 、 同 製 品

機 械 器 具

卸 ・ 小 売 業

28.1 
35.0 

21.2 18.0 
12.5 

20.7 

1.5 
3.5 

28.8 

6.7 

20.0 

41.4 

17.3 14.2 

9.2 

26.1 
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22.0 
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非正規雇用労働者の雇用の要因 全国 山口県（％）
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　③　非正規雇用労働者の正規雇用への転換

（単位：％）

転換したこ
とがある

転換したこ
とはない

20.1 79.9

12.9 87.1

1 ～   9人 5.0 95.0

1 ～   4人 2.6 97.4

5 ～   9人 7.1 92.9

10 ～  29人 10.0 90.0

10 ～  20人 10.4 89.6

21 ～  29人 8.6 91.4

30 ～  99人 29.9 70.1

100 ～ 300人 40.0 60.0

16.9 83.1

20.0 80.0

40.0 60.0

16.7 83.3

25.0 75.0

15.8 84.2

100.0

7.1 92.9

14.3 85.7

18.2 81.8

10.2 89.8

100.0

10.5 89.5

9.0 91.0

総 合 工 事 業 12.5 87.5

職 別 工 事 業 4.8 95.2

設 備 工 事 業 8.0 92.0

9.9 90.1

卸 売 業 6.1 93.9

小 売 業 12.1 87.9

13.6 86.4

対事業所サービス業 100.0

対 個 人 サ ー ビ ス 業 20.0 80.0

建 設 業

卸 ・ 小 売 業

サ ー ビ ス 業

金 属 、 同 製 品

機 械 器 具

そ の 他

非 製 造 業 計

情 報 通 信 業

運 輸 業

食 料 品

繊 維 工 業

木 材 ・ 木 製 品

印 刷 ・ 同 関 連

窯 業 ・ 土 石

化 学 工 業

　非正規雇用労働者の正規雇用への転換については、「転換したことがある」が、全国では２０．１％に対して、山
口県では１２．９％で、全国を７．２ポイント下回っている。

H26 全 国

H26 山 口 県

製 造 業 計

20.1

12.9

16.9

10.2

79.9

87.1

83.1

89.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H26全国

H26山口県

製造業

非製造業

非正規雇用労働者の正規雇用への転換

転換したことがある 転換したことはない
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る

既
存
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高
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仕
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専
念
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ら
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そ
の
他

80.7 35.1 31.4 26.8 19.2 12.8 12.9 2.0

78.4 17.6 31.4 35.3 17.6 15.7 3.9 2.0

1 ～   9人 87.5 12.5 12.5 62.5 25.0 12.5 25.0

1 ～   4人 50.0 50.0 50.0 50.0

5 ～   9人 100.0 16.7 66.7 33.3 16.7 16.7

10 ～  29人 78.6 21.4 35.7 42.9 21.4 21.4

10 ～  20人 83.3 25.0 41.7 50.0 16.7 25.0

21 ～  29人 50.0 50.0

30 ～  99人 73.9 13.0 39.1 26.1 13.0 17.4 4.3

100 ～ 300人 83.3 33.3 16.7 16.7 16.7

71.4 21.4 32.1 39.3 21.4 14.3 7.1 3.6

72.7 27.3 45.5 54.5 18.2 27.3 9.1 9.1

100.0 50.0

100.0 100.0

50.0 50.0

66.7 33.3 16.7 50.0 16.7 16.7

50.0 50.0

100.0 50.0 50.0 50.0

100.0 50.0 50.0

87.0 13.0 30.4 30.4 13.0 17.4

100.0 50.0

100.0 14.3 28.6 14.3

総 合 工 事 業 100.0 25.0 25.0

職 別 工 事 業 100.0

設 備 工 事 業 100.0 50.0 50.0

75.0 12.5 50.0 25.0 12.5 25.0

卸 売 業 100.0 50.0 50.0 50.0

小 売 業 66.7 50.0 16.7 16.7 33.3

83.3 16.7 33.3 50.0 33.3 16.7

対事業所サービス業

対 個 人 サ ー ビ ス 業 83.3 16.7 33.3 50.0 33.3 16.7

　③－１　非正規雇用労働者を正規雇用に転換するメリット（複数回答）

　非正規雇用労働者を正規雇用に転換するメリットは、全国、山口県とも「長期勤続、定着が期待できる」が圧倒的
に多い。続いて全国では「非正規雇用労働者の雇用に対する不安感を払拭できる」が多いが、山口県では「技能の蓄
積やノウハウの伝承が図られるようになる」が多い。

H26 全 国

H26 山 口 県

（単位：％）

製 造 業 計

食 料 品

繊 維 工 業

木 材 ・ 木 製 品

印 刷 ・ 同 関 連

窯 業 ・ 土 石

運 輸 業

建 設 業

卸 ・ 小 売 業

サ ー ビ ス 業

化 学 工 業

金 属 、 同 製 品

機 械 器 具

そ の 他

非 製 造 業 計

情 報 通 信 業

80.7

35.1 31.4
26.8 19.2 12.8 12.9

2.0
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そ
の
他

非正規雇用労働者を正規雇用労働者に転換するメリット 全国 山口県（％）
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19.1 32.4 22.2 6.0 18.5 0.7 34.6 2.8

9.8 27.5 23.5 17.6 43.1 3.9

1 ～   9人 12.5 12.5 25.0 62.5

1 ～   4人 50.0 50.0 50.0

5 ～   9人 16.7 16.7 66.7

10 ～  29人 13.3 26.7 40.0 20.0 26.7 13.3

10 ～  20人 16.7 33.3 50.0 16.7 16.7 8.3

21 ～  29人 33.3 66.7 33.3

30 ～  99人 8.7 30.4 13.0 21.7 47.8

100 ～ 300人 40.0 20.0 20.0 40.0

11.1 29.6 29.6 14.8 44.4 3.7

36.4 36.4 9.1 36.4 9.1

50.0 50.0 50.0

100.0

100.0

33.3 33.3 16.7 50.0 33.3

50.0 50.0

50.0 50.0

50.0 50.0 50.0

8.3 25.0 16.7 20.8 41.7 4.2

50.0 50.0

14.3 14.3 14.3 57.1

総 合 工 事 業 25.0 25.0 25.0 25.0

職 別 工 事 業 100.0

設 備 工 事 業 100.0

11.1 22.2 33.3 33.3 11.1

卸 売 業 50.0 50.0

小 売 業 14.3 28.6 28.6 28.6 14.3

16.7 50.0 50.0 33.3

対事業所サービス業

対 個 人 サ ー ビ ス 業 16.7 50.0 50.0 33.3

運 輸 業

建 設 業

卸 ・ 小 売 業

サ ー ビ ス 業

化 学 工 業

金 属 、 同 製 品

機 械 器 具

そ の 他

非 製 造 業 計

情 報 通 信 業

製 造 業 計

食 料 品

繊 維 工 業

木 材 ・ 木 製 品

印 刷 ・ 同 関 連

窯 業 ・ 土 石

　③－２　非正規雇用労働者の正規雇用に転換する上での課題（複数回答）

　非正規雇用労働者の正規雇用に転換する上での課題については、全国、山口県とも「課題は特にない」が多く、続
いて「正社員との仕事や労働条件のバランスの図り方」が多い。

（単位：％）

H26 全 国

H26 山 口 県
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非正規雇用労働者を正規雇用に転換する上での課題 全国 山口県
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　①　平成２６年１月１日から７月１日までの賃金改定状況

（単位：％）

引上げた 引下げた
今年は実施

しない(凍結)
７月以降

引上げる予定
７月以降

引下げる予定
未　定

28.1 3.7 22.6 5.3 1.5 38.7
30.0 3.0 25.2 5.2 1.0 35.6
33.4 2.3 27.1 5.7 1.0 30.6
35.2 1.9 23.1 7.1 0.7 32.0
43.2 0.9 19.7 8.8 0.5 26.9
27.7 4.0 22.1 6.1 0.8 39.4
26.8 2.9 28.7 5.4 0.5 35.8
31.4 3.4 29.0 5.3 0.5 30.5
29.3 3.1 27.1 6.8 1.1 32.6
39.4 0.7 24.8 8.8 26.3

1 ～   9人 26.5 1.8 36.1 4.8 30.7
1 ～   4人 16.5 2.5 41.8 2.5 36.7
5 ～   9人 35.6 1.1 31.0 6.9 25.3

10 ～  29人 43.0 21.2 9.9 25.8
10 ～  20人 40.0 22.6 8.7 28.7
21 ～  29人 52.8 16.7 13.9 16.7
30 ～  99人 57.7 9.0 14.1 19.2

100 ～ 300人 50.0 18.8 12.5 18.8
41.6 28.3 8.1 22.0
30.4 37.5 8.9 23.2

40.0 60.0
16.7 33.3 16.7 33.3
33.3 44.4 11.1 11.1
52.5 22.5 5.0 20.0

100.0
53.3 16.7 10.0 20.0
53.3 6.7 13.3 26.7
45.5 45.5 9.1
37.8 1.3 22.3 9.2 29.4
75.0 25.0
26.3 36.8 5.3 31.6
34.6 1.3 21.8 14.1 28.2

総 合 工 事 業 18.8 3.1 28.1 18.8 31.3
職 別 工 事 業 47.6 19.0 33.3
設 備 工 事 業 44.0 16.0 20.0 20.0

37.6 1.1 23.7 4.3 33.3
卸 売 業 57.6 15.2 6.1 21.2
小 売 業 26.7 1.7 28.3 3.3 40.0

45.5 2.3 13.6 13.6 25.0
対事業所サービス業 42.9 7.1 28.6 21.4
対 個 人 サ ー ビ ス 業 46.7 3.3 16.7 6.7 26.7

H24 全 国
H25 全 国

９　賃金改定について

　平成２６年１月１日から７月１日（調査時点）までの賃金の改定状況は、「引き上げた」が３９．４％で、
１０．１ポイント増加し、「７月以降引き上げる予定」も２．０ポイント増加している。一方で、「未定」・
「今年は実施しない（凍結）」・「引下げた」・「７月以降引下げる予定」は、ともに減少をしている。

H22 全 国
H23 全 国

H25 山 口 県
H26 山 口 県

製 造 業 計
食 料 品

H26 全 国
H22 山 口 県
H23 山 口 県
H24 山 口 県

化 学 工 業
金 属 、 同 製 品
機 械 器 具
そ の 他

繊 維 工 業
木 材 ・ 木 製 品
印 刷 ・ 同 関 連
窯 業 ・ 土 石

卸 ・ 小 売 業

サ ー ビ ス 業

非 製 造 業 計
情 報 通 信 業
運 輸 業
建 設 業

27.7 

26.8 

31.4 

29.3 

39.4
39.4 

35.8 
30.5 

32.6 

26.3

22.1 

28.7 

29.0 27.1 24.8

6.1 5.4 5.3 6.8 8.8

4.0 
2.9 3.4 3.1 0.7

0.8 0.5 0.5 1.1 0.0
0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

賃金改定状況
引上げた

未 定

今年は実施しない

（凍結）

７月以降引上げる

予定

引下げた

７月以降引下げる

予定

（％）
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（単位：人、円、％　H23以前の格差：東京＝100）

対象者数 改定前の賃金 改定後の賃金 昇給額 昇給率 格差

221,654 245,049 247,153 2,104 0.9 89.3
228,561 247,123 249,907 2,784 1.1 83.0
229,410 245,321 248,559 3,238 1.3 100.0
239,681 245,622 249,390 3,768 1.5 100.0
245,507 243,854 248,673 4,819 2.0 100.0

3,086 251,940 253,464 1,524 0.6 64.7
3,888 244,751 245,682 931 0.4 27.8
4,596 239,894 242,305 2,411 1.0 74.5
4,197 241,613 244,919 3,306 1.4 87.7
4,334 243,457 247,731 4,274 1.8 88.7

1 ～   9人 225 243,393 247,055 3,662 1.5 81.1
1 ～   4人 48 213,306 216,434 3,128 1.5 91.3
5 ～   9人 177 251,552 255,359 3,807 1.5 79.1

10 ～  29人 1,046 244,313 249,724 5,411 2.2 99.0
10 ～  20人 661 236,161 241,898 5,737 2.4 103.0
21 ～  29人 385 258,308 263,160 4,852 1.9 91.1
30 ～  99人 1,799 250,869 254,830 3,961 1.6 79.3

100 ～ 300人 1,264 232,212 236,098 3,886 1.7 89.1
2,083 237,427 242,095 4,668 2.0 103.8

271 218,791 225,123 6,332 2.9 159.9
11 150,000 150,000 0 0.0 0.0
21 243,333 243,905 572 0.2 11.5
92 225,316 226,774 1,458 0.7 40.9

533 261,643 266,032 4,389 1.7 97.5
8 276,225 345,458 69,233 25.1 1,480.0

609 228,848 234,215 5,367 2.4 108.2
256 256,276 260,036 3,760 1.5 81.7
282 216,800 219,418 2,618 1.2 55.9

2,251 249,038 252,946 3,908 1.6 74.5
36 250,467 257,287 6,820 2.7 107.4

554 228,459 230,695 2,236 1.0 85.6
691 261,658 265,740 4,082 1.6 57.3

総 合 工 事 業 76 265,444 268,178 2,734 1.0 38.2
職 別 工 事 業 139 260,137 265,592 5,455 2.1 65.8
設 備 工 事 業 476 261,498 265,394 3,896 1.5 60.1

662 259,855 264,620 4,765 1.8 99.0
卸 売 業 372 263,373 268,938 5,565 2.1 115.3
小 売 業 290 255,342 259,082 3,740 1.5 77.9

308 234,325 238,665 4,340 1.9 85.3
対事業所サービス業 82 255,056 260,687 5,631 2.2 105.9
対 個 人 サ ー ビ ス 業 226 226,803 230,675 3,872 1.7 89.3

H26 山 口 県

H26 全 国
H22 山 口 県

H22 全 国
H23 全 国
H24 全 国
H25 全 国

H25 山 口 県
H24 山 口 県

建 設 業

　①－１　平均昇給額（加重平均）

　平均昇給額は４，２７４円で、全国の平均昇給額４，８１９円よりも５４５円、昇給率０．２ポイントほ
ど低い状況ではあるが、全国、山口県とも昇給額が４，０００円を上回っており、平均昇給額は増加傾向で
ある。

製 造 業 計

印 刷 ・ 同 関 連
窯 業 ・ 土 石
化 学 工 業

食 料 品

H23 山 口 県

金 属 、 同 製 品

木 材 ・ 木 製 品
繊 維 工 業

サ ー ビ ス 業

機 械 器 具
そ の 他

非 製 造 業 計
情 報 通 信 業

卸 ・ 小 売 業

運 輸 業

247,153

249,907
248,559

241,613

248,673

253,464

245,682

242,305

244,919

247,731
2,104

2,784

3,238

3,768

4,819

1,524 

931 

2,411 3,306 

4,274 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

234,000

236,000

238,000

240,000

242,000

244,000

246,000

248,000

250,000

252,000

254,000

256,000

H22 H23 H24 H25 H26 （年）

平均昇給・相殺(加重平均）

改定後の賃金

（全国）

改定後の賃金

（山口県）

昇給額

（全国）

昇給額

（山口県）

（円）（円）
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定
期
昇
給

ベ
ー

ス
ア
ッ

プ

基
本
給
の
引
上

げ
（

定
期
昇
給

制
度
の
な
い
事

業
所
）

諸
手
当
の
改
定

臨
時
給
与
（

夏

季
・
年
末
賞
与

な
ど
）

の
引
上

げ

48.1 15.6 39.0 15.3 9.4

52.8 15.5 34.7 6.7 6.2

1 ～   9人 29.4 21.6 52.9 7.8 5.9

1 ～   4人 35.7 21.4 50.0

5 ～   9人 27.0 21.6 54.1 10.8 8.1

10 ～  29人 52.6 6.4 34.6 7.7 9.0

10 ～  20人 55.6 1.9 37.0 7.4 9.3

21 ～  29人 45.8 16.7 29.2 8.3 8.3

30 ～  99人 69.1 18.2 23.6 5.5 1.8

100 ～ 300人 88.9 44.4 11.1

51.2 14.3 35.7 6.0 3.6

40.9 13.6 40.9 9.1

100.0

75.0 25.0

57.1 9.5 38.1 9.5

100.0

42.1 21.1 42.1 10.5 5.3

60.0 30.0 10.0

100.0 20.0

54.1 16.5 33.9 7.3 8.3

50.0 50.0

83.3 16.7 16.7

48.6 10.8 40.5 5.4 16.2

総 合 工 事 業 16.7 8.3 75.0 8.3 8.3

職 別 工 事 業 44.4 11.1 44.4 11.1 22.2

設 備 工 事 業 75.0 12.5 12.5 18.8

52.6 21.1 34.2 7.9 2.6

卸 売 業 50.0 25.0 30.0 10.0 5.0

小 売 業 55.6 16.7 38.9 5.6

57.7 23.1 26.9 11.5 3.8

対事業所サービス業 70.0 30.0 30.0

対 個 人 サ ー ビ ス 業 50.0 18.8 25.0 18.8 6.3

　賃金改定の内容については、全国、山口県とも「定期昇給」が最も多く、次いで「基
本給の引上げ（定期昇給制度のない事業所）」が多い。

H26 全 国

H26 山 口 県

（単位：％）

　②　賃金改定の内容（複数回答）

製 造 業 計

食 料 品

繊 維 工 業

木 材 ・ 木 製 品

印 刷 ・ 同 関 連

窯 業 ・ 土 石

運 輸 業

建 設 業

卸 ・ 小 売 業

サ ー ビ ス 業

化 学 工 業

金 属 、 同 製 品

機 械 器 具

そ の 他

非 製 造 業 計

情 報 通 信 業

48.1

52.8

51.2

54.1

15.6

15.5

14.3

16.5

39.0

34.7

35.7

33.9

15.3

6.7

6.0

7.3

9.4

6.2

3.6

8.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H26全国

H26山口県

製造業

非製造業

賃金改定の内容

定期昇給 ベースアップ 基本給の引上げ 諸手当の改定 臨時給与
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（単位：％）
企

業

の

業

績

世

間

の

相

場

労

働

力

の

確

保

・

定

着

物

価

の

動

向

労

使

関

係

の

安

定

親

会

社

又

は

関

連

会

社

の

改

定

の

動

向

前

年

度

の

改

定

実

績

賃

上

げ

ム

ー

ド

消

費

税

増

税

重

視

し

た

要

素

は

無

い

そ

の

他

61.3 19.6 40.6 14.4 18.3 3.9 14.5 10.4 23.7 3.0 4.6

59.9 24.0 30.7 11.5 13.5 3.6 14.6 6.8 18.8 2.1 5.2

1 ～   9人 47.1 19.6 23.5 11.8 15.7 2.0 7.8 9.8 31.4 2.0 2.0

1 ～   4人 50.0 35.7 14.3 7.1 14.3 7.1 14.3 28.6 7.1 7.1

5 ～   9人 45.9 13.5 27.0 13.5 16.2 10.8 8.1 32.4

10 ～  29人 64.1 20.5 26.9 12.8 14.1 5.1 12.8 6.4 15.4 2.6 7.7

10 ～  20人 63.0 24.1 29.6 14.8 13.0 7.4 11.1 5.6 13.0 1.9 5.6

21 ～  29人 66.7 12.5 20.8 8.3 16.7 16.7 8.3 20.8 4.2 12.5

30 ～  99人 64.8 33.3 42.6 11.1 9.3 3.7 22.2 3.7 13.0 1.9 5.6

100 ～ 300人 66.7 22.2 33.3 22.2 22.2 11.1 11.1

65.1 22.9 28.9 12.0 14.5 3.6 18.1 9.6 25.3 1.2 3.6

77.3 22.7 31.8 18.2 13.6 13.6 13.6 27.3

100.0 100.0 50.0

50.0 25.0 25.0 25.0

55.0 15.0 20.0 10.0 10.0 20.0 10.0 30.0

100.0 100.0 100.0 100.0

63.2 21.1 21.1 10.5 21.1 10.5 21.1 5.3 21.1 10.5

60.0 30.0 40.0 20.0 20.0 10.0 20.0 20.0 10.0

80.0 60.0 40.0 20.0 40.0

56.0 24.8 32.1 11.0 12.8 3.7 11.9 4.6 13.8 2.8 6.4

100.0 50.0 50.0

66.7 16.7 33.3 16.7 33.3

59.5 21.6 35.1 18.9 16.2 2.7 10.8 8.1 10.8 2.7

総 合 工 事 業 41.7 25.0 41.7 25.0 16.7 16.7 16.7 8.3 8.3

職 別 工 事 業 77.8 22.2 44.4 22.2 11.1

設 備 工 事 業 62.5 18.8 25.0 12.5 18.8 6.3 12.5 6.3 18.8

50.0 28.9 21.1 7.9 7.9 2.6 5.3 5.3 18.4 7.9 10.5

卸 売 業 60.0 25.0 15.0 5.0 10.0 10.0 5.0 20.0 5.0 10.0

小 売 業 38.9 33.3 27.8 11.1 5.6 5.6 5.6 16.7 11.1 11.1

53.8 23.1 53.8 7.7 11.5 3.8 15.4 15.4 7.7

対事業所サービス業 60.0 40.0 60.0 10.0 20.0 10.0 20.0 10.0

対個人サービス業 50.0 12.5 50.0 6.3 6.3 6.3 18.8 12.5 6.3

　③　賃金改定の決定要素（複数回答）

　賃金改定の決定要素については、全国、山口県とも「企業の業績」が最も多く、次いで「労働力の確
保・定着」が多い。３番目に全国では「消費税増税」で、山口県では「世間の相場」となっている。

非 製 造 業 計

H26 山 口 県
H26 全 国

印 刷 ・ 同 関 連

製 造 業 計

食 料 品

繊 維 工 業

木 材 ・ 木 製 品

運 輸 業

建 設 業

情 報 通 信 業

そ の 他

サ ー ビ ス 業

窯 業 ・ 土 石

化 学 工 業

金 属 、 同 製 品

機 械 器 具

卸 ・ 小 売 業

61.3 

19.6 

40.6 

14.4 18.3 

3.9 
14.5 10.4 

23.7 

3.0 4.6 

59.9 

24.0 30.7 

11.5 13.5 
3.6 

14.6 

6.8 

18.8 

2.1 5.2 
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賃金改定の決定要素 全国 山口県

－29－



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 参考資料 

 

 

 

平成２６年度中小企業労働事情実態調査票 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 











 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２６年度中小企業労働事情実態調査報告書 

山口県における中小企業の労働事情 

平成 2７年１月 

 

山口県中小企業団体中央会 

〒753-0074 山口市中央四丁目５番１６号山口県商工会館内 
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